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「養護学校等については設置の促進と設備の充実を図り，もって義務制の完全実施を行なうとと

もに，その教育内容および方法についても刷新改善し，これに対応する教職員確保と待遇の改善に

努めること。」 (1971年5月20日。第65回国会参議院内閣委員会「文部省設置法の一部を改正する

法律案に対する附帯決議」全会一致）

「教育の機会均等は，憲法第26条に明記されている。

しかるに，学校教育法第23条に規定された病弱児童の就学猶予または免除の規定により，教育を

受ける意欲に燃えた数多くの重度心身障害児が，その機会をそう失し，また保護者においても教育

を受けさせる義務が著しく阻害されていることは，まことに遺憾である。

よって政府においては，すべての重度心身障害児についても，その教育を受ける機会が均等に保

障されるよう，行政的措置はいうまでもなく，財政的措置においても万全を期して強く推進される

ことを要望する。」 (1971年10月6日。京都府議会 9月定例会「教育の機会均等推進に関する意見

書」全会派賛成）

I 調査の目的

最近10余年間に，特殊教育が一定の振興をしたといわれるなかで，逆に就学免除率が高まって
1)2)3)4) 

いる。要因のひとつに，障害児の判別と適正就学指導に考えるべきものがあるのではないか。こ

の点を1970年度における教育委員会の判別委員会活動の実態をもとに考察するのが本報告の目的

である。

1) 文部省編 「わが国の教育のあゆみと今後の課題＜中央教育審議会中間報告＞」，大蔵省印刷局， 1969.
237,...__,242頁．

2) 東京都教育委員会，「東京都の教育行政の課題」， 1969. 116,...__,129頁， 203,...__,219頁．

3) 八木三郎，「障害児教育からはずされる子どもたちーー中教審答申『特殊教育の積極的な拡充整備』の

問題点（上） （中） （下）」文化評論， 1971年8月号 71~84頁， 1971年9月号 74~82頁， 1971年11月

号 135,...__,147頁．

4) 一定の振興をしたとはいえ，義務制になった盲学校，聾学校もそれぞれ在学率は1970年5月で42.3%,

70.0％とここ 10年来頭打ちであり，義務制になっていない病弱・虚弱児は 8.5%，肢体不自由児は56.4

％，精神薄弱児は 41.7％の在学率である。これに治療教育がおこなわれている言語障害児 4.9%，情緒

障害児 0.8％を加えると総合した障害児の在学率は 30.8％である。
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教育委員会を調査対象としたのはつぎの理由による。すなわち，教育委員会の職務権限を示す

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23条第4項に「学齢生徒及び学齢児童の就学並びに

生徒，児童及び幼児の入学，転学及び退学に関すること」となっており，さらに文部大臣又は都

道府県教育委員会の指導・助言及び援助を示す同第48条第 2項の 5には「生徒及び児童の就学に

関する事務に関し，指導及び助言を与えること」とある。これに従って市特別区町村の教育委員

会は学校保健法によって就学時の健康診断を行い（第4条），障害児などに対しては「健康診断

の結果に基き，治療を勧告し，保健上必要な助言を行い，及び学校教育法第22条第1項に規定する

義務の猶予若しくは免除又は盲学校聾学校若しくは養護学校への就学に関し，指導を行う等適切
5) 

な措置をとらねばならない」（第5条）のである。

]I 調査の手続ぎ

1.方法 アンケート調壺方式で，その記入を下記の都道府県市特別区教育委員会あてに，郵

送で依頼した。

2.期間 1970年9月15日～11月15日

5) これに関しては一応義務教育になっている盲教育・聾教育のばあいが参考になる。そこでは適正な判

別をするために心がけるべきこととして， 文部省初等中等教育局長と同体育局長から各都道府県教育委

員会あて「盲者・聾者等の就学の適正な措置と指導について」つぎのような通達がだされている。 （文

籾特第435号，昭和38年12月23日）

「学齢児童または学齢生徒であって盲者（強度の弱視者を含む。以下同じ。）または聾者（強度の難聴

者を含む。以下同じ。）である者については，学校教育法の規定により保護者は盲学校または聾学校の小

学部または中学部に就学させる義務を負っております。また，市（特別区を含む。以下同じ。）町村教育

委員会はその区域内に住所を有する盲者または聾者である就学予定者および学齢児童または学齢生徒

について都道府県教育委員会に通知し， 都道府県教育委員会はこれらの者について盲学校または聾学校

に就学させる措置をすみやかに講じなければならないことになっております。

しかしながら，保護者の無理解， 盲者または聾者の判別の不適正， 就学猶予または免除の措置の不適

正，事務処理の不徹底等のため， なお一部の該当者が不適切に不就学のままに放置されまたは小学校も

しくは中学校へ不適正な就学をしている事態もあるやに聞き及んでおります。このような事態は，憲法・

教育基本法等の精神からも，また本人の幸福の上からも遺憾なことであります。ついては， すみやかに

このような事態を解消するため都道府県教育委員会におかれては， 法令の規定および関係諸通達および

下記の事項に留意して，盲者および聾者の就学の適正な運営をはかるとともに， 管下市町村教育委員会

に対する指導をいっそう徹底され，就学事務の履行に遺憾のないよう格段の御配意を願います。なお，

精神薄弱者，肢体不自由者，病弱者（身体虚弱者を含む。）等については，いまだ養護学校への就学義務

を課することが施行されておりませんが，これらの者の養護学校への就学または特殊学級への編入につ

いても，できるだけ適切な指導が行なわれるようあわせてお願いします。（中略）

都道府県教育委員会は， 市町村教育委員会において判別の疑わしい者， 就学猶予または免除にするか

どうかの判定が困難な者について，専門医，心理学者，教育者等の専門家，盲・聾・養護学校の校長・

教員・教育委員会の職員等からなる審査機関を設けるなど，専門家等の意見を聞き， その判別を書類また

は精密検査によって審査したうえ，市町村教育委員会に指導および助言をすることが望ましいこと。

（参考）関係通逹 （1) 学校教育法施行令の制定について (28.11.7文総審第118号） （2) 学校教育法

施行規則等の一部を改正する省令の制定について (32.12.21文初財第615号） （3) 義務教育諸学校にお

ける不就学および長期欠席児童生徒対策について (30.9.30文初中第371号，厚文児第188号，収婦第

44号） （4) 就学時の健康診断の実施について (33.11. 21文体保第166号） （5) 学校教育法および同法

施行令の一部改正に伴う教育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育的措置について (37.10.18文初

特第380号）」
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3.対象

1) 全国46都道府県委員会（沖縄県は別に調査をすることとして今回は省く）

2) 次の内容をもつ 160市・特別区教育委員会

① 特徴的ともおもわれる都道府県下の市教育委員会

1969年度現在，旋護学校設置数の多い群馬，大分県下の22市教育委員会

ii 1969年度現在，特殊学級充足率の高い富山，香川県下の14市教育委員会

iii 1969年度現在，特殊学級充足率の高くない和歌山，鹿児島県下の21市教育委員会

② 和歌山をのぞく（①のiiiにふくまれたため）近幾地方5府県下の63市教育委員会

③ 東京都下の40市・特別区教育委員会

4.調査項目

判別委員会の実態と就学猶予•免除にたいする対策の実態を明らかにすることを目的とし

て，表1・表2にしめす調査項目を作成し，アンケート用紙とした。

m 調査の結果 1

1. アンケートの回収状況

アンケートの回収状況を表3に示す。都道府県教育委員会は46都道府県中37都道府県から回答

を得（回収率80.4%），市区教育委員会は 160市・特別区中 105市区から回答を得た（回収率

62.8%）。後者の内訳をみると，特殊学級充足率の高い，あるいは養護学校設置数の多い県の市

教育委員会は，他の府県の市・特別区教育委員会より回収率がやや高い。なお，京都，滋賀県内

の各市教育委員会については，将来の研究計画における必要性から電話で重ねて回答を依頼した。

2. 判別委員会設置の有無と役割，条例・規約の有無および構成員について（調査票 1-1-
6) 

①~I-1―④, 1-5および本論文の表4・ 5を参照）

1) 都道府県教育委員会

i) 判別委員会設置の有無と役割

46都道府県教育委員会で判別委員会を設置しているのは，回答のあった37県中，表4に示す12

県 (32,4%)である。それらの設置年度は文部省によって特殊教育推進地区が設けられ，心身障

害児の判別と就学指導の講習会がおこなわれだした1967年度以降であった。

6) 1971年 5月19日の参議院内閣委員会で上田哲議員の質問に対し政府説明員は 16県に判別委員会があ

り，市町村段階までふくめるとそれは526ケ所になるとのべている。本調査では県段階で12, 市•特別区
段階では629ケ所をえている。

以後，用語などの約束として，県とは都道府県を， 市とは市・特別区を， 設置県あるいは設置市とは

判別委員会設置12府県あるいは72市・特別区を，未設置県あるいは未設置市とは判別委員会未設置25都

道府県あるいは31市・特別区を，特記しないで％を用いるばあいは回収した 37都道府県あるいは 105市

•特別区にたいする比率をしめす。なお， 調査項目にたいする回答の傾向が設置のばあいと未設置のば
あいで 15％以上のひらきをもつばあいはそれぞれの％をとりだして記した。また．表 5,6, 8, 9には

紙教の関係で上記「3．対象」のうち 2)に関連するもののみを掲げた。 1)については表を省略して主たる

傾向を前記の約束で本文中に記した。
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表 1. アンケート項目 1 

貴教育委員会判別委員会について

下記の質問に御教示願います。

なお，御送付いただいている資料に，質間事項の回答に該当する場合，その旨お知らせ下されば結構

です。

なお，選択項目につきましては，該当するものに〇印をおつけ願います。

I 判別委員会について

1．① 貴教委に，特殊児童•生徒の就学に際して判別を行なう組織がありますか。

1. ある （ ）年度より設置されている

2. ない ・（）年度より設置する予定

・今のところ設置する予定はない

② 判別委員会がない場合，実際には業務をどのようにおこなっておられますか。

1. 市町村教委に任せている 2. 各学校に任せている

3. その他（ ） 

③ 判別委員会あるいはそれに代わるものがある場合，条例または規約を教えて下さい。

④ 判別委員会の構成員にはどのような人が含まれていますか。

小児科医（）名 該当児の父母（）名

精神科医（ ）名 福祉事務所職員・所長（ ）名

整形外科医（ ）名 児童相談所職員・所長（ ）名

心理判定員（ ）名 婦人児童関係課職員・課長（ ）名

保育所職員・涸長（ ）名 教育委員会担当職員・指導主事（ ）名

児童福祉施設職員・園長（ ）名 教育学者（ ）名

幼稚園教諭・園長（ ）名 心理学者（ ）名

小・中・養護学校教諭・校長（ ）名 その他（ ）名

計 名

2. 次の特殊教育機関に入学（入級）するばあい，貴判別委員会ではどのような基準を用いておられ

ますか。

①1． 精神藩弱特殊学級 3. 盲学校 5. 肢体不自由養護学校

2. 精神薄弱養護学佼 4. 聾学校 6. 盲・聾養護学校の重複障害児学級

② また，入学（入級）決定の際， I Q40,..._,49及び IQ39以下の精神薄弱児の措置はどうされてい

ますか。

I Q40,..._,49のばあい一一

I Q39以下のばあい一一

3. 判別についての医学的心理学的諸検査の費用は誰が負担しますか。

1. 私費 2. 公費 3．その他( ) 

4．① 特殊教育機関（特殊学級，盲・聾・養護学校）に入学（級）するための判別は年に何回，どのよ

うな時におこなわれますか。

・年 回

．どのような時に一

② 普通学級の担任から受持の児童•生徒について，特殊学級，養護学校へ入学（級）の要望があ
ったばあいどうされていますか。

1. 学校に任せている。 3. 市町村判別委員会で判別する

2. 県教委判別委員会で判別する 4. その他( ) 

③ 貴判別委員会の事業計画と，それに対する今年度の計上予算額をお知らせ下さい。

・事業計画 ・計上予算額 円

5. 現在，貴県下の市町村に，判別委員会は何ケ所設置されていますか。 （ ケ所）
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表 2. アンケート項目 2 

II 就学猶予•免除について

現在，教育制度改革期にあたりますので， 1970年度を中心とした実数をうかがいます。実数がつか

めない点につきましては，その理由などを御教示下さい。

1. 1970年度学齢簿作成に際して，就学猶予，免除の措置を行なった児童•生徒数をお知らせ下さい。

猶予 名 免除 名

2. 過去 5 年間に就学猶予•免除の措置をおこなったものの人数をお知らせ下さい。

1965年度 名， 1966年度 名， 1967年度 名， 1968年度 名， 1969年度 名。

3. 就学猶予•免除の措置の基準の相異点はどこにおいておられるのでしょうか。

4．①イ 就学免除の措置を受けた者の免除取り消し請求は過去 5年間に何名ありましたでしょうか。

（）名

ロ その人たちの IQおよび病名などをお知らせ下さい。

②イ 1969年度に，就学猶予•免除取り消し請求は何名ありましたかっ

猶予（ ）名 免除（ ）名

ロ実際に取り消したものの人数 猶予（ ）名 免除（ ）名

，，、取り消し後，実際に就学したものの人数 猶予（ ）名 免除（ ）名

二 （イ．口．ハ）の人たちの IQ,病名などをお知らせ下さい。

③ 来年度，入学（級）期に，就学猶予•免除の取り消し請求があったばあい，どのように措置さ

れる予定ですか。

5. 就学猶予•免除となったもののために，判別後判別委員会として， 1970年度において次の機関に

はたらきかけをしておられますか。

① 市町村教委に対して

イ．教科書無償配布 ハ．社会教育活動参加の呼びかけ ホ．その他

ロ．学校行事参加の呼びかけ 二．家庭訪問

② 児童相談所へ名簿を提出されていますか。 （1. はい 2. いいえ）

③ 福祉事務所へ名簿を提出されていますか。 （1. はい 2. いいえ）

④ 民生行政との話しあいの場がありますか。 （1. はい 2. いいえ）

6. 医療機関・児童福祉施設にいる学齢該当児の間題についてうかがいます。

貴教委管内に下記の施設がありますか（あるものに〇印）。あるばあいそこに入院（所）中の者

に対して教育行政としてどのようなはたらきかけをされていますか。

イ．一般病院（慢性疾息で長期入院中の学齢該当児） ホ．精神薄弱児施設重度棟（学齢該当児）

ロ．精神病院（学齢該当児） へ．重症心身障害児施設（学齢該当児）

ハ．精神薄弱児通園施設（学齢該当児） 卜．その他，新しい試みの医療機関・児童

ニ．精神薄弱児施設（学齢該当児） 福祉施設（学齢該当児）

7. 貴教委管内で，障害の重い，あるいは重複している学齢該当児に，教育の機会均等について，何

か新しい試みをしておられましたらお教え下さい。あるいは今後の計画として考えておられること

などお知らせいただければ幸甚に存じます。

御協力ありがとうございました。上記の御回答について，更に，電話でおうかがいする場合もある

かと存じますので，その連絡方法についてお知らせ下さい。

電 話（ ） （ ） （ ）内線（ ）番

担当部署（ ） 

お名前( ) 
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表 3. アンケートの回収状況

f七
界只

IT  
痴

2) 市区教育委員会

群馬県
①| i 

大分県

和歌山県
ii 

鹿児島県

富山県
iii 
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の

市

区

教

育

委

員

会

の

内

訳
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件巫 I

1) 都道府県教育委員会| 46 1 

1 160 1 10s 

| 1 1 
I 11 

I 1 I 

I 14 I 

1, i 
| 5 | 

② I 
I 6 I 

京都府| 6 I 
奈良県| 8 | 
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兵庫県| 21 I 
③ i東京都 I 40 I 
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収
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I
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掲

6

6

ー

学

学

7

3
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8
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3
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9

9

6

6

5

8

3

6

7

9

3

8

7

小
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表4. 判別委員会設置の有無について

設置年度など 県段階で 1判97別0委年現員在会都設道置府数ー県内（に）おけ内はる市そ区の町数村一段階での

の設置数 1 ~ 5 1 6~10 11~20| 21~30 31~40 41~50 | 51~6(） | 61~70 

1967年 I 2 I石川 （2)1 |福井 (l~I I I I I 

置設年 11996689年年 I 6 2 II 滋奈徳賀良島 (((513)))I | I 富山 (6)I 香高川知 (1⑲ 1) I岩手 凶I I静岡 紐I I 

1970年 I 1 I I I I I兵庫 Ml I I 

度 不明 lI I 1 1 I I I I I I I I |大阪 ~2)1 I I 

合計 12 I I I I I I I I 
1970年 I 2 I I長崎 (1訓大分 00)I I I I 

設要定七 I m1年 1 3 ＇ 1 I岡山 闘山口 OOi凩部 001 I I 
予μ/りE! 1 1972年 I 3 愛知 1山梨 ⑱広島 (21)1 l I I 

設置予定無し I 11 I新長和野潟歌山 桜 (6)1福群鹿島馬児島〇0』熊本 因I埼玉 63東京 図 I 北海道63

不 明 | 6 I島根 (6)青森 （訓加栃木形 (四20 1 

合 計 l 25 l （市区町村段階の合計は629)
アンケート未回収県 I 9 I （秋田•宮城・神奈川・茨城・岐阜・ニ重・鳥取・佐賀•宮崎）

7) 文部省初等中等教育局特殊教育課編，「昭和43年度特殊教育資料」，文部省初等中等教育局特殊教育課，

1968. 18-:...._.,19頁．なお， 1970年 5月 1日現在の諸資料は同課編「特殊教育資料」， 1971. を参照。
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

表5をみると，県段階の判別委員会は養護学校の多い県より少ない県の方が，また特殊学級の

充足率の低い県より高い県の方が多く設置されているという煩向もうかがえる。

この都道府県教育委員会の判別委員会は，市町村教育委員会から判別上の問題をもちこまれた

ときに活動するという方針において共通している。すなわち， 「判別よりも診断が主で，この結

果，市町村で判別をしている」（奈良県），「入級児童の判別は市町村教育委員会に設置されてい

る判別委員会で行ない，府立特殊教育諸学校においては障害ごとに合同入学選抜を実施」（大阪

府），「市町村教委は，心身障害児のうちの判別の困難な者のみ，別紙の『判別個人記録票』を作

成して，別紙様式により県教委あて判別を依頼する」（滋賀県）などの回答にみられるように，

判別の実際は市町村教育委員会がおこなっている。判別委員会を設置していないのは25県 (67.

6%)であり，うち 8県 (32.0%）が 1972年度中に設置を予定している。判別委員会がないばあ

いの判別機関は25県中23県（未設置町の92.0%）が市町村教育委員会か各特殊教育諸学校にその

業務を委任している。他に「特殊教育センターで行なう」 （千葉，愛媛県），「県教委指導主事が

行なう」（埼玉県）ものもある。なお，この項目の無回答はない。

ii) 条例・規約などの有無

判別委員会を設置していても条例をもつ県はなく，規約，要網，規則などによっているのが 8

県（設置県中の66.7%）である。なお，それらのない県と無回答とをあわせると29県 (78.4%)

になる。

iii) 判別委員会構成員

記入があったのは15県 (40.5%）である。内訳は設置県12県の全部と未設置県3県（未設県中

の12.0%）で，構成員は精神科医，整形外科医，心理判定員，養護学校及び特殊学級教諭・校長，

教育委員会担当職員・指導主事， 児童相談所職員・所長などが中心である。医師として小児科

医・精神科医・整形外科医の 3者がいるところは，設置県では福井，静岡，大阪，奈良，兵庫，

高知の 6県（設置県中の50.0%)であり，未設置県では新潟県（新潟県心身障害児判別指導協議

会）である。また，構成員に児童相談所の職員・所長以外に，児童福祉施設の職員・園長をいれ

ているのは富山，静岡県で，その他の就学前の教育・児童福祉機関，福祉事務所の関係者はほと

んど構成員となっていない。父母組織の代表も同様である。なお調査項目にふくめなかったが，

教職員労働組合の代表については，「その他」の欄にも記載がなく，構成員にいれていないよう
8) 

である。

2) 市•特別区教育委員会

i) 判別委員会設置の有無と役割

判別委員会を設置しているのは，表5にみられるように回答のあった 105市（回収率62.8%)

中， 72市（設置率70.0%）で，県段階の12県 (32.4%）と比較すると設置率は2倍である。

8) ユネスコにおける特別政府間会議でだされた「教師の地位に関する勧告」との関係でこんご検討が必
要である。
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しかし，富山，京都府のように回収数にたいする設置率が50.0％をこえていないところ，滋賀

県のように皆無のところもある。奈良県では県教育委員会からの回答より市教育委員会からの回

答の方が，市段階の判別委員会の数が多く報告されている。なお，これら市判別委員会のうち55

市（設置市中の 76.4%) が，文部省による特殊教育推進地区がもうけられはじめた 1967年度

以降の設置であること，未設置市中の半数は1972年度中に設置予定であることなどは県段階の傾

向と共通している。

ii) 条例・規約などの有無

県段階では判別の業務を市町村段階に委任していたが，それをうけた市段階で条例・規約をもっ

ているのは32市(30.5%）と，県段階の 8県 (21.6%）よりやや高い。条例は兵庫県加古川市と鹿

児島県大口市の二市にある。これについて大阪府東大阪市では「条例化するには構成員の大半を

一般人にしなければらないことと報酬の予算化とに困難がある。また条例化への過渡的なものと

して，教育委員会規則によることが考えられるが，その母体となる市町村条例がないと規則化し

えないため，規程・要網などによることになっている。しかし条例にならないばあい，これは法

的には申しあわせにすぎない」と指摘している。無回答も含めて， 規程あるいは要網もない73

市(69.5%）のばあいは，特殊教育研究会関係者などの自主活動としての判別組織に棗委任してい

る。また市の判別委員会がない場合は各学校へ業務を委任しているのが17市（未設置市中の54.8

％）である。

iii) 判別委員会構成員

市・特別区段階の判別委員会の構成は県段階とことなり，心理判定員，養護学校•特殊学級関

係者，教育委員会指導主事というように教育行政関係者が主で，それに精神科医が加わってい

る。この構成が約三分の二である。児童相談所関係者と小児科医は約三分のーに参加している。

他の医師の参加は極めて少ない。これは県段階とはことなり精神薄弱の診断と勧誘。精神障害の

除外が主な目的になっているためとみられる。県段階と共通しているのは，子どもの発達にとり

くんできている父母，保育所・幼稚園・児章福祉施設関係者などの参加が少ない点である。これ

について比較的多くの職種・階層が構成員に入っているのは兵庫県である。

3)まとめ

37県 (80.4%), 105市 (62.8%)からアンケートにたいする回答を得， そのうち 12県 (32.4

%), 72市 (70.0%）に判別委員会があることを知りえた。それらのほとんどのものが 1967年以

降の設置であり，また未設置個所の半数近くが1972年度中に設置の予定をもっている。判別の実

際は，市町村教育委員会，各特殊教育諸学校に委任していることが多く，県段階は市町村からの

依頼にこたえて診断・助言する役割をもっている。市段階は精神薄弱の診断中心のスタッフで構

成されており，未設置市ではその業務は各学校に任されている。条例によらず，規約だけかある

いはそれもないところが大半であった。なお構成員に父母組織，教職員組合関係者は入っていな

し、

゜
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3. 

田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

特殊教育機関への入学・入級判別基準，指導方針，経費などについて（調査票 1-2一①

~I-4-Rの項目および本論文表6参照）

1) 都道府県教育委員会

i) 判別の基準
9) 

判別の基準としては，「学校教育法施行令第22条の 2」と，「文部省初等・中等教育局長通逹第
10) 

380号」のいずれか，あるいは両者を基準にしているところが12県 (32.4%）である。県独自の

基準をもっているのは，富山県（「富山県心身障害児判別規準」）と，京都府（「選考委員会で決定」）

である。なお， これに関しては23県 (62.2%）が無回答であり，そのうち設置県は6県（設置県

中の50.0%），未設置県は17県（未設置県中の68.0%)である。

ii) 判別の方針

ノヽ
•1 
に関連して精神薄弱児のばあい，図1のような措置図が慣用されているが， IQ40~49のも

のを特殊教育機関に就学させる方針をもっているのは13県 (35.1%)である。

11) 

新しい判別基準とその教育的措置についての模式図図 1.

1. 

障害の程度が

鸞鸞□
2. 軽度のもの
（魯鈍）
-1Q50~75-

①

②

 

、

‘

‘

3. 精薄児と正常児
との中間にある
もの
（境界線児）
―-1Q76~85-

①

②

③

 
学級編制上で特別の考慮
を払う必要があるもの ー一促進学級

特に留意して指導すれば，
普通学級でも教育可能な—普通学級

もの

また IQ39以下のものにいついて特殊教育機関に入学させる方針をもつのは， 設置県では福井

県，未設置県では東京都， 千葉，京都，和歌山県で，合計5県 (13.5%）である。これらについ

て無回答は 17県(45.9%）で， うち設置県は2県（設置県中の16.7%），未設置県は15県（未設

置県中の60.0%）である。 IQ39以下のものの教育をうける権利を積極的に保障しようとする方

針をもつ県として，京都府が「但し， この場合は，『京都府適正就学指導委員会』として，単に，

判定・選別するものではなく， あくまでも障害児の教育権を保障することを目的とする」という

姿勢をうちだしているのは注目される。
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京都大学教育学部紀要 XVIII

9) 学校教育法施行令第22条の 2 法第71条の 2の政令で定める盲者，聾者又は精神薄弱者，肢体不自由

者若しくは病弱者の心身の故障の程度は，次の表に掲げるとおりとする。

区 分 l 心 身 の 故 障 の 程 度

1 両限の視力が 0.1未満のもの

盲 者
2 両眼の視力が0.1以上0.3未満のもの又は視力以外の視機能障害が高度のも

ののうち，点字による教育を必要とするもの又は将来点字による教育を必要と

することとなると認められるもの

1 両耳の聴力損失が90デシベル以上のもの

聾 者 2 両耳の聴力損失が90デヽ ンベル未満50デヽンベル以上のもののうち，補聴器の使

I 
用によっても通常の話声を解すことが不可能又は著しく困難な程度のもの

精神油弱者 1 精神発育の遅滞の程度が中度以上のもの

2 精神発育の遅滞の程度が軽度のもののうち，社会的適応性が特に乏しいもの

1 体幹の機能の障害が体幹を支持することが不可能又は困難な程度のもの

2 上肢の機能の障害が筆記することが不可能又は困難な程度のもの

肢体不自由者
3 下肢の機能の障害が歩行をすることが不可能又は困難な程度のもの

4 前3号に掲げるもののほか，肢体の機能の障害がこれらと同程度以上のもの

5 肢体の機能の障害が前各号に掲げる程度に達しないもののうち， 6ヶ月以上

の医学的観察指導を必要とする程度のもの

1 慢性の胸部疾患，心臓疾患，腎臓疾息等の状態が6ヶ月以上の医療又は生定

病 弱 者 規制を必要とする程度のもの

2 身体虚弱の状態が6ヶ月以上の生活規制を必要とする程度のもの

10) 文初特第380号（昭和37年10月17日）は各県教育委員会教育長・知事・学校長あてのもので「学校教

育法および同法施行令の一部改正に伴う教育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育的措置について

のべている。本報告に関係のふかい項目として 3, 8, 9および＜付＞がある。

3. 精神薄弱者について

(1) 教育的措置 ⑦ 施行令の表精神薄弱者の項に規定する程度の精神薄弱者は， 養護学校において

教育すること。ただし，就学する養護学校がないところにあっては， 養護学校が設置されるまでの

間， 特殊学級において教育してもさしつかえないこと。施行令の表精神薄弱者の項において「精神

発育の遅滞の程度が中度以上のもの」とは，痴愚，白痴程度の精神薄弱を，「精神発育の遅滞の程度

が軽度のもの」とは，魯鈍程度の精神薄弱をそれぞれ指すものであること。 ここでいう 「白痴」と

は，言語をほとんど有せず自他の意志の交換および環境への適応が困難であって， 衣食の上に絶え

ず保護を必要とし，成人になってもまったく自立困難と考えられるもの，つまり知能指数（以下 IQ

という。）による分類を参考とすれば25ないし20以下のもの，「痴愚」とは，新しい事態の変化に適

応する能力が乏しく， 他人の助けによりようやく自己の身辺の事がらを処理しうるが，成人になっ

ても知能年齢6, 7歳に達しないと考えられるもの(IQ20ないし25から50の程度），「魯鈍」とは，

日常生活にさしつかえない程度にみずから身辺の事がらを処理することができるが，抽象的な思考推

理は困難であって，成人に達しても知能年齢10歳ないし12歳程度にしか逹しないと考えられるもの

(I Q50から75の程度）をそれぞれ指すものであること。①施行令の表精神薄弱者の項に規定する

程度に達しない精神薄弱者は特殊学級を設けて教育すること。

(2) 判別にあたっての留意事項 上記(1)⑦および①に掲げる者の判別にあたっては， 精神発育の遅滞

の程度を明確にするための標準化された知能検査の厳密な実施と， 生育歴および現在の心身の状態

についての調査ならびに家族， 友人， 学校等本人の発達に影響をもつ環境の分析などを行なった上

で，総合的見地から慎重に行なうこと。なお， その際には，児童相談所， 教育研究所などとの連絡

を密にするとともに， 必要に応じ精神薄弱者の診断に経験を有する精神科医， その他の専門家の協

力を得ること。 また， なるべくこれら専門家を含む判別のための委員会を設けることが望ましいこ

と。 （中略）
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

iii) 特殊教育機関への措置

普通学級から特殊教育機関への入学・入級手続きは設置・未設置県ともに，市町村判別委員会
12) 

に委任している県が26県 (70.3%)である。あわせて各学級にも判別を委任している県は 17県

(45.9%）， うち設置県は 3県（設置県中の25.0%），未設置県は14県（未設置県中の56.0%），で

ある。

iv) 判別の経費

判別のさいの諸検査の経費は公費負担が15県 (40.5%）， うち設置県は7県（設置県中の 58.3

％）， 未設置県は 8県（未設置県中の32.0%) で， 父母負担は 5県 (13.5%）， うち設置県では

富山，香川県，未設置県では東京都，新潟，島根県の 3県である。その他に「病院での請検査の

費用は私費」（山口県），「統一されていない」（静岡県）などがある。なお，未設置県では無回答

が13県（未設置県中の52.0%）であった。

V) 判別回数・時期

判別委員会がおこなっている判別活動の回数は年間 3回以内が19県 (51.4%）， うち設置県 10

県（設置県中83.3%)，未設置県9県（未設置県中36.0%）である。無回答は14県 (37.8%）， う

ち設置県2県（設置県中16.7%），未設置県12県（未設置県中48.0%）である。

8. 二つ以上の障害をあわせもつ者について。

二つ以上の障害をあわせもつ者については， そのあわせもつ障害の種類， 程度の軽重などを考慮し

て最も適切な教育的措置（盲学校，聾学校もしくは養護学校に就学させまたは特殊学級において教育

するなど）を講ずること。

9. 就学の猶予または免除について

(1) 視力，聴力等の機能の障害が治療可能な疾患によるもので，その治療に長期間を要するが，視力，

聴力等の機能に相当の回復が望まれる者については， 治療に専念することを必要とする期間就学猶

予を考慮すること。

(2) 白痴，重症痴愚，重症の脳性小児まひ， 現在進行中の精神疾息， 脳疾患その他これらと同程度の

高度の障害を有するか，または二つ以上の障害を有し総合するとその程度が高度になるものなど盲

学校，聾学校または養護学校における教育にたえることができないと認められる者については， そ

の障害の性質および程度に応じて就学の猶予または免除を考慮すること。

＜付＞
(1) 精神薄弱者と正常者の中間にある境界線児 (IQ75から85の程度）は， 普通学級において留意し

て指導するかまたは学級編成につき特別の考慮を払うことが望ましいこと。なお，状況によっては，

精神薄弱者を対象とする特殊学級において教育してもさしつかえないこと。

(2) 性格異常者のうち著しい反社会的行動傾向を示す者（反社会的行動が常習的となり， くり返し悪

質な不良行為をなし， 他の児童•生徒への悪影響がはなしまだしいもの）は児童福祉法などによる措

置にゆだねることが適当であり，また軽度の反社会的行動傾向または非社会的行動傾向を示すもの

は普通学級において留意して指導すること。

11) たとえば全日本精神簿弱者育成会の月刊誌「手をつなぐ親たち」（厚生省児童家庭局・文部省初等中

等教育局監修）の1970年 1月号 21~23頁参照。

12) 普通学級から特殊教育機関への入学・入級については学校保健法施行規則第7条でつぎのようにのベ

ている。「学校においては，法第6条第1項の健康診断を行ったときは， 21日以内にその結果を（中略）

通知するとともに，次の各号に定める基準により，法第7条の措置をとらなければならない。 （中略）

5 養護学校への就学又は特殊学級への編入について指導と助言を行うこと」
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京都大学教育学部紀要 XVIII

判別の時期を定めておこなっている県が17県 (45.9%）， うち設置県7県（設置県中58.3%), 

未設置県10県（未設置県中40.0%)であり， 12月から 3月にかけておこなう県と，ある月を決め

ておこなう県とがある。無回答は前項と同じ傾向である。

vi) 判別委員会の事業計画

判別委員会の1970年度事業計画として判別・調査活動強化のための研究会・講習会を開催して

いるのが 8県 (66.7%)で，一般への啓蒙活動は 2県がとりあげている。未設置県は無回答が23

県（未設置県中92.0%）であり，講習会活動などをしているのは愛媛，石川県である。

vii) 判別委員会の予算額

判別委員会設置12県中11県の計上予算額が明らかになった。 50万円計上している県（静岡，大

阪府）から 5万円以下の県（岩手，富山県）まである。未設置県は無回答が 24県（未設置県中

の96.0%)で，「必要に応じて支給する」（大分県）がある。

2) 市•特別区教育委員会

i) 判別の基準

判別の基準に「学校教育法施行令22条の 2」と「文初特通達第380号」をもちいているのは県段

階の12県 (32.4%)よりさらに少なく 9市 (8.5%）である。 この通達は具体性に欠け，重複障

害の扱いがなく，また実際の措置のさいには通学の保障や学校の有無・設備・条件が関与してく

る上に，父母の同意をえる問題など具体的な場で基準化しにくい面のあることがうかがわれる。

県段階の23県 (62.2%)を上まわる82市 (78.1%)が無回答である。

ii) 判別の方針

IQ 40,...__,49のものを特殊教育機関に就学させる方針をとっているのは県段階の 13県 (35.1%)

をややうわまわり53市 (50.5%）である。 IQ39以下は大分，京都，大阪，兵庫，東京都内で考

慮するばあいがあることをしめしている。県段階の 5県(13.5%）よりやや多く， 27市 (25.7%)

であるが，大分，兵庫県内のぼあいは在学していないとうけとめられない（調査結果II参照）。

群馬，富山，香川，兵庫県内ではむしろ児童福祉施設対象として扱う傾向がつよい。滋賀県内で

は各市とも以上の判別基準についてはすべて無回答である。

iii) 特殊教育機関への措置

普通学級からの措置は県段階では26県 (70.3%)が市町村教育委員会にまかせていたが，これ

をうけて53市 (50.5%)が市町村教育委員会でその措置をすると回答している。これは設置50市

（設置市中の69.5%），未設置3市（未設置市中の 9.7%)である。学校にまかせているのは 35

市 (34.0%)で，設置20市（設置市中の 28.0%），未設置 15市（末設置市中の 48.4%)である。

無回答は 8市(7.8%)でいずれも未設置市である。

iv) 判別の経費

70市 (66.7%)が公費負担であり，県段階の 15県 (40.5%)より高い。しかし障害が重いぼ

あい市では判別そのものをうけとめないこととあわせてこの問題を考える必要がある。
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

V) 判別の回数・時期

判別活動の回数は年3回以内が県段階の19県 (51.4%)に対して73市 (70.9%）， 時期も定期

的が県段階の17県 (45.9%)に対し66市 (62.9%)あり，いずれもやや高く，市段階の無回答は

回数・時期とも15％前後と県段階より少ない。

vi) 判別委員会の事業計画

判別委員会の事業計画は判別活動が35市 (34.0%)である他は無回答が多く 65市 (63.1%), 

うち未設置市では30市（未設置市中の90.9%）と県段階と同じ傾向をしめている。一般への啓蒙

をしているのは富山，香川，兵庫，東京都内の一部である。

vii) 判別委員会の予算額

判別委員会の予算額は無回答が35市 (30.5%），ゼロが12市 (11.7%), 5万円までが31市(30.1

％）で，県段階と同じく予算は少ない。 50万円以上の予算額をもつのは群馬県桐生市，滋賀県大

津市，大阪市，東京都葛飾区，同世田谷区である。

3) まとめ

判別の基準は「学校教育法施行令22条の 2」と「文初特通達第380号」が参考にされているが，

実際上の運用は受けいれ体制に規制されており，県段階より市段階の方が基準化が困難なようで

ある。各項目に無回答が多いが，具体的な実施項目については市段階の方が解決の度が進んでい

る。たとえば判別活動は定期化されつつあり，経費の公費負担も進みつつある。しかし，事業は

どちらかというと判別の実務処理活動になっており，予算もほとんど10万円以下である。この中

で全般的傾向として障害の重い子どもを受けとめない傾向が行政慣例とてし顕在化しつつある。
13) 

4. 就学猶予•免除について（調査票 II ー 1~II ー 7 の項目および本論文の表 7 ・ 8 ・ 9参照）

1) 都道府県教育委員会

i) 就学猶予•免除の措置数

表7に示すように， 1970 年度就学猶予•免除の措置数について回答のあったのは 19 県 (51.4

％），調査中が4県 (10.8%)で， いずれも設置県である。無回答は9県 (24.3%）ですべて未

設置県である。しかしながら，「一応報告があるが正確ではない。就学免除はこの数倍あると思

う」（和歌山県）や，「実数ではない」（山梨県）などの回答にみられるように， 措置数以外に就

学猶予•免除措置の手続きをしていない在宅児童・長欠児童がかなりいるものと推測される。な

お1967年度以降は「許可・認可等の整理に関する法律」（昭42法第 120号）によって就学猶予・

免除に関する事務が県教育委員会から市町村教育委員会に移譲されている。

13) これについては学校教育法第23条および学校教育法施行規則第42条ではつぎのようにのべている。

「保護者が就学させなければならない子女で，病弱，発育不完全その他やむを得ない事由のため， 就学

困難と認められる者の保護者に対しては，市町村の教育委員会は，監督庁の定める規程により，前条第

一項に規定する義務を猶予又は免除することができる」 （学校教育法第23条）。「学齢児童で，学校教育
法第23条に掲げる事由があるときは，その保護者は，就学義務の猶予又は免除を市町村の教育委員会に

願い出なければならない。この場合においては，当該市町村の教育委員会の指定する医師その他の者の

証明書等その事由を証するに足る書類を添えなければならない」 （学校教育法施行規則第42条）。
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京
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明
不
明
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3
0
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和
歌
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6
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不
明
不
明
不
明
不
明

島
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2
6
3
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6
3
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岡
山
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＊
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＊
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＊
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＊
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広
島

4
8
3
 
4
4
3
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5
2
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4
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不
明
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明
不
明
不
明

山
口

3
3
4
 

＊
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＊
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愛
媛

2
5
0
 
2
3
8
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5 

3
7
4
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4 
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5 
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2
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長
崎
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5 
調
査
中
調
査
中
調
査
中
調
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中

熊
本

大
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2
1
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6 
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7 
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8
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6 

＊
 
＊
 
＊
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＊
 

鹿
児
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＊
 
＊
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註
：
ー
は
回
答
の
な
い
も
の
，
＊
印
は
「
市
町
村
の
所
管
に
て
不
明
」
と
の
回
答
で
あ
る
。
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14
) 
19
71
年
5
月
19
日
の
参
議
院
内
閣
委
員
会
で
岩
間
正
男

議
員
の
質
問
に
対
し
，
政
府
委
員
は
就
学
猶
予
•
免
除
の

数
を
右
の
よ
う
に
の
べ
て
い
る
。

＼
～
 
区
分

年度
＼＼

～—
|
就
学
免
除
数
I
 就
学
猶
予
数

19
65
 
I
 
96
85
 
I
 
12
69
8 

19
66
 
I
 
9
3
9
2
 
I
 
12
63
8 

19
67
 
I
 
94
27
 
I
 
11
67
6 

19
68
 
1
 
9
4
1
0
 

10
99
9 

19
69
 
I
 
97
61
 
I
 
11
18
0 



表
8
市
区
判
別
委
員
会
に
お
け
る
就
学
猶
予
•
免
除
等
に
つ
い
て
（
調
査
票

Il
ー

1
か
ら

Il
―

7
ま
で
参
考
）

市
区
教
育
委
員
会
の
判
別
委
員
会

を
し
ら
べ
た
都
道
府
県

判
別
委
員
会
設
置
の
有
無
と
合
計

19
68
年
度
の
時
1
9
6
8
年
度
の
時
19
68
年
度
の
時

点
で
養
護
学
校
点
で
特
殊
学
級
点
で
特
殊
学
級
近
畿
地
方

東
京
都

設
置
が
多
い

充
足
率
が
高
い
充
足
率
が
低
い

（
和
歌
山
県
に
つ
い
て
は
前
掲
の
た
め
省
略
）

合
計

群
馬
県
1大
分
県
富
山
県
1香
川
県
鹿
児
島
県
1和
歌
山
県
滋
賀
県
1京
都
府
奈
良
県
1大
阪
府
1兵
庫
県
東
京
都

I設
未
計
1設
未
計
設
未
計
1設
未
計
1設
未
計
！
設
未
計
設
未
計
1設
未
計
1設
未
計
設
未
計
1設
未
計
1設
未
計
1設
］
：
叶

親
の
申
出

医
師
の
診
断

文
初
特
通
達
第
3
8
0
号

就
学
猶
予
・
特
に
基
準
は
な
い

免
除
の
基
準
12.
3
年
猶
予
後
の
回
復
見
込

判
別
委
員
会

ー 2 0 |

そ
の
他

無
回
答
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71
年
度
就

学
猶
予
•
免

除
の
取
消
請

求
に
対
し

請
求
を
認
め
る

訪
門
教
師
を
派
遣
す
る

再
判
定
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就
学
可
能
な
ら

無
回
答
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福
祉
事
務
所
へ
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民
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行
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病
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ゴ
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個
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は
そ
の
県
の
判
別
委
員
会
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回
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を
い
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る
と
す
れ
ば
，
そ
の
個
所
に
県
段
階
の
1
と
い
う
数
字
が
は
い
る
こ
と
を
し
め
す
。
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ii) 就学猶予•免除措置に対する取り消し請求件数

表 7 のように就学猶予•免除措置に対する取り消し請求件数の過去 5 年間の実数は不明であ

る。また， 1969年度の就学猶予•免除取り消し人数の回答があったのは，富山，愛知，京都の 3

県 (8.1%) であるが，それらは各県の就学猶予•免除児数の 5~7 ％にあたっている。 これに

ついて富山県は，「この数値は県内児童福祉施設からの報告によるもののみである」といい，愛知

県は「コロニー内養護学校へ入学」といい，京都府は「最近，養護学校へ入学した者が多い」との

べている。取り消し人数不明または無回答は31県 (86.5%）で，不明の理由として「県・市町村

教育委員会において判別指導のための予算および人が不足」（和歌山県）と指摘しているものも

ある。

iii) 就学猶予•免除の基準

就学猶予にするか，免除にするかをきめる基準については無回答が18県 (48.6%）， うち設置

県は 5県（設置県中41.7%），未設置県は13県（未設置県中52.0%）である。父母の申出によっ

てというのが4県 (10.8%），医師の診断， 2 ・ 3年で病気の回復する見込みがあるもの，文部

省通達によるものというのがそれぞれ3県で， 6県は市町村教育委員会にまかされているが，

この中で和歌山県が全員猶予して免除はしない方針をとろうとしているのは注目される。

iv) 就学猶予•免除取り消し請求にたいする措置一ただし1971年度のばあいにたいして一

市町村教育委員会や，医師・専門家の見解にまかせるというのが11県 (29.7%)で， うち設置

県は2県（設置県中の16.7%)，未設置県は9県（未設置県中の56.0%) である。具体的に回答

のあったのは愛知県の「訪問教師を派遣する」である。なお，就学猶予•免除の取り消しを認め

るように市町村教育委員会に指導しているのは3県 (8.1%)で， 福井県（設置県）は「就学猶

予•免除をなくする方向で指導中」，京都府（未設置県）は「この事務は市町村教育委員会がお

こなうものであるが，府教育委員会の方針としてはすべての子どもに教育の機会を保障するよう

な指導をしている」，和歌山県（未設置県）は「できるだけ就学させる」という見解である。 こ

れに関して大阪（設置県），新潟，東京都（未設置県）で就学猶予•免除児の実態調査をおこな

っていると報告されている。なお，無回答は23県 (62.2%）で， うち設置県は9県（設置県中の

75.0%)，未設置県は14県（未設置県中の56.0%)である。

V) 就学猶予•免除児へのはたらきかけ—ただし1970年度のばあいにたいして一一

まず教科書無償配布が31県 (83.8%）であり， うち設置県は8県（設置県中の53.3%），未設置

県は23県（未設置県中の71.%)である。 しかし「希望者で， 教育可能なもののみ配布」（大分

県）という回答もあり，就学猶予•免除児すべてにたいして配布がおこなわれているかどうかは

明確でない。学校行事への参加をよびかけているのは兵庫県，社会教育活動への参加をよびかけ

ているのは青森，兵庫，広島，長崎の 4県 (13.5%）である。家庭訪問を実施しているのは11県

(27.0%）で， うち設置県は5県（設置県中の 41.7%)， 未設置県は6県（未設置県中の24.0

％）である。なお兵庫県はこれらのすべてを実施している。
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調果研究

また，関連行政機関との連携の状況をみると，民生行政との話しあいをしているのは12県 (32.2

％）であり， うち設置県5県（設置県中の41.7%），未設置県は7県（未設置県中の 28.0%）で

ある。児童相談所・福祉事務所の両方に名簿の連絡をしているのは兵庫県である。なお無回答は

21県 (56.8%）である。
15) 

vi) 医療機関・児童福祉施設の学令該当児への教育行政からのはたらきかけ

一般病院と精神薄弱児施設では，施設内特殊学級・養護学校併設あるいは教員派遣などが考慮

されている。しかし精神病院では新潟，東京の 2県，精神薄弱児通園施設では神奈川県，精神薄

弱児施設重度棟では埼玉，神奈川，福井の 3県，重症心身障害児施設では福井県が施設内特殊学

級のかたちで教員を派遺しているにとどまる。その他愛知県が「情緒障害短期治療施設併設学級

の設置」， 兵庫県が「県立こども病院開設， 障害児のための県立の幼稚園開設」をあげている。

ここでもすべての項目に無回答が17県 (45.9%）あり，うち設置県は3県（設置県中の25.0%),

未設置県は14県（未設置県中の56.1%）である。

vii) 学令該当重度重複障害児の教育保障のための計画

訪問教師の派遣を実施あるいは予定しているところは16県 (43.2%）で， うち設置県は7県

（設置県中の58.3%），未設置県は9県（未設置県中の36.0%)である。重複障害児学級の設置を

予定しているところは18県 (48.6%)あり， うち設置県は3県（設置県中の 25.0%），未設置県

は15県（未設置県中の60.0%）である。

2) 市•特別区教育委員会

i) 就学猶予•免除の措置数

就学猶予•免除数は，これから各地での障害児の教育権保障運動の中ですすむ実態調査によっ

てかなり訂正されていくものと考えられる。たとえば滋賀県大津市では12名となっているが，大
16) 

津市障害児父母の会が日常活動の中で42名を把握している。しかもこれには市外の児童で市内に

ある精神病院や児童福祉施設に就学免除して収容されている数は含まれていない。大阪府高槻市

の22名も実態調査で47名となっているなど，県段階で指摘されていたように，実数はいずれの自

治体でもさらにふえるとみられる。とくに市部の就学猶予•免除数の合計数と県段階で把握して

いる全体数との比率が人口比と較べて著しく低い群馬，和歌山県下の市部はその傾向が強くでる

15) これらに関して学校教育法第75条の 2,児童福祉法第48条ではつぎのようにのべている。 「小学校・

中学校及び高等学校は，疾病により療養中の児童及び生徒に対して，特殊学級を設け，又は教員を派遣

して，教育を行うことができる」 （学校教育法第75条の 2) 「養護施設，精神薄弱児施設，盲ろうあ施

設， 虚弱児施設及び肢体不自由児施設の長は， 学校教育法に規定する保護者に準じて， その施設に入

所中の児童を就学させなければならない」 （児童福祉法第48条）と。しかし昭和32年6月の精神薄弱児

通園施設入園児に関する厚生省児童局通牒や昭和39年3月厚生省家庭児童局長通逹第19号「重度精神薄
弱児収容棟の設備及び運営の基準について」をみると入園のさいに就学猶予•免除が条件になってい
る。また児童福祉法第48条にふくまれていない他の施設にいる学令児については，結果的には教育行政

から除外されている。昭和32年 7月の文初第 366号等はそれを合理化するのにつかわれている。

16) 京都大学医学部障害児問題研究会「大津市未就学児童の実態について」大津市医師会公衆術生， No,
53. (1971.9.10) 7,.....,17頁．
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とみられる。市の規模でみると人口 4~5万都市では，群馬県館林市の 1人から滋賀県近江八幡

市の31人までというひらきがある。人口20万都市および特別区では港区12人，大分市17人，高松

市19人，台東区25人，渋谷区28人，富山市43人である。なお，京都市・神戸市・大阪市の実態は

わからない。 1970年度就学猶予•免除児はゼロと回答があったのは東京都千代田区，大阪府守ロ

市，京都府宮津市である。これらについて詳細はわからないが，千代田区のばあいは，児童•生

徒が少ない故かと考えられる。大阪府守口市は，その後幼児教室のとりくみで実際には10名をこ
17) 

える就学猶予•免除児がいることが明らかにされている。京都府宮津市のばあいは， 「調査の結

果II」でのべる与謝の海養護学校づくりの運動の成果とみられる。また一般に就学免除は猶予よ

り少ないのであるが，富山では県・市段階とも就学免除数のほうが多い。

ii) 就学猶予•免除の取り消し ただし1970年度のばあい一一

就学猶予•免除とくに免除の取り消しは，過去 5 年間に 105 市のうち 26 市 (25.2%）で 97 人

が請求している。 1970年度は1年間に 11市 (10.7%)で22人が取り消している。わずかに取り

消し数増加の傾向がみられる。東京，大阪，兵庫，京都でそれほど多くないのは，養護学校建設

が敷地難などですすまないためである。過去5年の例でも群馬，富山，奈良などが10名以上取り

消しているのは，養護学校や児童福祉施設が新設された年に集中している。

iii) 就学猶予•免除措置の規準

医師の診断によるというのが 46市 (44.7%), 2 ・ 3年以内における病気などの回復の見込の

有無によるばあいが28市 (27.3%），父母の申出によるというのが 19市 (18.4%），無回答が21

市 (20.4%）と，県段階で無回答が半数をしめていたのにくらべて具体性をもってきている。し

かし，障害の重いばあい，教育は無理だということを本人・父母・医師に依存して決めている傾

向は否定できず， 判別委員会独自の教育的見解はまだ基準化されていない。 ここで注目すべき

は，大阪府東大阪市教育研究所が「医師の精密な診断の結果であっても，それは医学的診断であ

って，教育的診断ではない。 このようなことによって将来のある子ども達を不就学にしてよ

いものだろうか」とのべ，さらに「就学の猶予•免除を願い出たものに対して，その処理を行な

う関係機関は基本的姿勢として，一人のもれるものもなく，いずれかの学校または施設に就学

し，猶予•免除する必要がないという配慮のもとに，十分な調査・検査・審査を行ない，就学対

策を講じなければならない。保護者の願い出書とともに提出される医師の診断書のみに頼ること

なく，さらに判別委員会などの機関において綿密な精密検査を実施の上，就学先の調整とあいま

って適正な措置を講じる必要がある」と提起していることである。これにもとづいて東大阪市教
18) 19) 

育研究所では障害の重い子どもたちの就学のためのこころみを重ねている。大阪府高槻市，京都
20) 

府教育研究所からも発達保障をめざす実践報告がではじめている。

17) 守口市幼児教室「杉の子の 1 学期—1971年度ー一」，守口市幼児教室， 1971. 37頁．

18) 東大阪市教育研究所「障害児の教育権を保障していく教育実践と教師の役割」研究紀要第54号， 1971.

19) 鴨井慶雄・高田禎三・藤本知近編「ともに育つ子ら」，｝動の森古房， 1971.

20) 京都府教育研究所「障害児の発逹保障とその指導に関する基礎的研究 (Il)」教育研究第44号， 1971.
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

iv) 就学猶予•免除取り消し請求にたいする措置ーただし1971年度のばあいにたいして一

1971年度就学猶予•免除の取り消し請求にたいして， 69市 (67.0%）が「再判定し就学可能な

ら」と回答している。しかし「就学可能」の中味はあきらかでない。なお，無回答は21市 (20.0

％）で，県段階の23県 (62.2%)より減っている。

V) 就学猶予•免除児へのはたらきかけーーただし1970年度のばあいにたいして一一

県段階と同じく教科書無償配布が67市 (65.0%)でもっとも多く，富山，香川，滋賀県を除い

た県の合計34市 (33.0%)で家庭訪問がおこなわれている。学校行事と社会教育活動への参加の

よびかけは14市 (13.6%)でこころみられている。関連行政機関との連携の状況は，民生行政と

の話しあいをしているのは46市 (44.7%），児童相談所への名簿提出は 29市 (28.2%），福祉事

務所への名簿提出は38市 (36.2%)である。

vi)医療機関・児童福祉施設の学令該当児への教育行政からのはたらきかけ

このばあい父母のほとんどが学区外に居住しているためか，無回答が69市 (65.7%)である。

12市 (11.4%）で精神病院や精神薄弱児施設重度棟，重症心身障害児施設の子どもたちに教育を

保障する努力がみられる。なお猜護学校や特殊学級の充足率が高い県内では分類処遇のため，か

えってこれら機関にたいして教育行政側からのとりくみがみられないという傾向がある。

vii) 学令該当重度・重複障害児の教育保障のための計画

学級設置が 27市 (25.7%），訪問教師制度が13市 (12.6%)である。実態調査の計画はない。

3) まとめ

就学猶予•免除の受付数は市町村の判別委員会では把握しているが，県段階では十分掌握でき

ていない。しかもその受付数は実数よりかなり少ない見込みである。就学猶予•免除の取り消し

については，その実態および重要性が十分把握されていない。京都，大阪の一部，和歌山，福

井，東京都では免除措置をできるだけなくそうという方向で考えている。さらに1971年度にむけ

て取り消し請求がだされたばあいどうするかについいては，県段階の 62.2%，市段階の 20.0%

が，本人の状況と受け入れ体制の有無に依存しながらも受けいれる方向で考えようとしている。

就学猶予か免除かをきめる基準については，県段階では半数が無回答で，市段階では医師の診断

・回復の見込み・父母の申出に依存している。就学猶予•免除者に対してのはたらきかけについ

ては教科書の無償配布がもっとも多い。家庭訪問も実施されだしたが教育としてというよりは1

度きりの訪問という程度にとどまっていることが多いようである。学校行事や社会教育活動への

参加のよびかけは乏しい。また民生行政との連絡協議は少なく，相談を受けたばあいの斡旋とい

う傾向にとどまっている。東大阪，高槻，京都では教育研究所が就学免除者に教育実験的にとり

くんでいる。医療・福祉機関への教育行政からのはたらぎかけは市町村段階では無回答が多い。

一般病院や精神薄弱児施設には教師を派遣しているが他の機関では保障されていない。重度・重

複障害児にたいしては重複障害児学級の設置や訪問教師制度がとりあげだされている。
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

N 調査の結果 2

調査の結果 1および送付資料・現地調査をもとに，判別委員会活動にみられた対照的な二つの
21) 

傾向をとりあげ検討する。

l 「判別委員会活動から入級入学審査委員会活動へ」

1)大分，鹿児島県のばあい

大分県杵築市に「心身障害児判別就学促進委員会」がある。大分県のばあい中津市・佐伯市の会

則にも明記されているが「本会は公立学校における心身障害児の診断判別をおこない，特殊教育

を推進することを目的とする」となっている。在宅や医療機関・児童福祉施設にいるものは保護

者から申し出がない限り問題とされず，中心は在学児童•生徒にたいして検査・診断をし特殊教

育を推進する上での問題点を究明し啓蒙・研修をするという姿勢である。この方式は大分県全域

にわたっている。

鹿児島県では判別を「(1)就学か，就学猶予か，就学免除かの判断をする。 (2)就学させるばあ

い，普通教育か特殊教育かの判断をする。 (3)特殊教育を受けさせるばあい，養護学校か，特殊学

級かの判断をする」としているが，主たる対象は在学している児童•生徒である。鹿児島市の

「判別業務推進計画」には図2のように記されている。

その結果 1968年度には鹿児島市内 28小学校の 2年生5684人， 6年生6211人中からA表で310

人 (2.6%)が選出され，そのうち 2次判別を必要としたのは157人 (1.3%）、, 2次判別をうけた

のは99人（受診率63.0%）であったという。このうち，何人が実際に特殊学級に入級したかはわ

からないが， 1968年度 18.3％の特殊学級在学率が 1969年には 25.8％になっている。 1975年ま

でにこれを72.1％にすることが期待されている。鹿児島県阿久根市でも同じ方式で在学児の主

として精神薄弱児の判別をし，特殊学級入級の督励をはかることを目的としている。

2)香川，富山県のばあい

鹿児島県と同じ方針ですでに在学率をたかめてきている香川・富山県では判別活動の目的を

「児童の就学・入級を適切にするために，科学的資料を作成して特殊教育を行なう必要がある児

童の判別を行なうことを目的とする」（香川県坂出市） としている。医学的資料を含めた資料の

科学化と判別技術についての研究会や講習会が実施されている。そして活動の重点が特殊教育機

関への就学・入級時だけでなく，それ以後の就学状況の実態調査（香川県三豊地区）にもうつっ

ている。医学との提携と経過観察の導入はしかし「就学させないか，特殊学級に入れるか，普通

教育か」の決定を権威づけるために行なわれている。これによって教育行政側は根拠をもって義

務教育段階の子どもの中のあるものを学校教育の対象ではないと判定できると考えているかのよ

うである。

21) 以下の文中…印はわれわれがつけたものである。
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図2
ア，判別の目的

（ア） 心身に障害のある児童の適正な就学を

うながし，指蝉上の資料をうる。

（イ） 特殊学級の編成を適正にする。

（ウ） 精神薄弱児の実態を把握する。

昭和43年度 判別業務推進計画と実際（鹿児島市）

イ，判別作業の要領

（ア） 各小学校ごとに実施することを原則とする。

（イ） 各校においては，特殊教育係 1名，テスト補

助者若干名を選出し，個別検査及び第 1次判

別作業を行なう。

（ウ） 特殊学級担任は，割当表（別紙）により，当

該校の判別業務を補助する。

ウ，判別の手順

1.判別業務説明会（特殊

教育係，特殊学級担任）
11月20日＿

↓ 

2.精神薄弱の疑いのある

者の調査実施 (A表）

↓ 
3．調査報告 |11月30日ー一

I 4．判別資； （別表 1. 2) 
の記入

↓ 

I 5．個別検査の実施 I

↓ | 

| 6．第二↓の次判別 1

I 7．判別カード記入I
↓ 

8.判別結果の報告と家庭

への通知

↓ 
I 

I 
i 9．医学，心理診断の実施
i （保護者同伴）

↓ 

＂ 

12月4日以降一

2学期中に完了一
。第一次判別は，上記の資料等により，特殊学

級担任を中心として行なう

1月 11日ー―

1月中旬 ― 

I'10．第二次判別 I1月下旬

・判別の方法，計画について説明，特殊学級担

任との話し合い

•各校においては検査者の選出を急く‘‘

•各校，各学級毎 (2 年， 6年）に実施する調

査の要領を熟読のこと

・学校毎に11月30日までに特殊学級担任へ提出

する（別表〇印）

・提出されたA表に基づき，特殊学級担任を中

心として該当児を選出する

•第一次判別候補児について（別表 1. 2)を

学級担任が記入する

・WISC知能検査，口答質間，運動能検査

さんすう調査を実施する

・検査中の観察記録も記入しておく

•第一次判別結果一覧を指導課へ 5 部提出する。

記入の要領は， P41. 44. 45参照のこと。

・判別カードは特殊学級担任で記入する

•各学校においては保護者に医学診断・心理検

査の通知と協力を求める

・医学，心理部門に分かれて実施

・日程，場所等の計画は，第一次判別の報告に

より各校へ連絡する

•特殊学級に入級がのぞましい など最終的な

・養護学校に入級がのぞましい｝〗iJ？ I」を実施す
•その他，各種の特殊学級

I 11.判別結果の報告 2月下旬ー一
・「特殊学級入級のしおり」を配布し，啓蒙と

入級指導をする。

|—• 
↓ 

12．入級指導I
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富山県では対象による教育的措置を決めるさいに，文部省通達（文初特第 380号）の「就学猶

予•免除を考慮する」のところを「就学猶予•免除にする」と解して独自の基準をつくり，図 3
のようにしている。そのうえで特殊学級対象児にたいする入級の勧誘がさかんにおこなわれてい

るのであるが， その案内資料はつぎのようにいっている。「ちえおくれの子どもは単純で気が弱

いものですから，自分の立場をはっきりいえずに，また， 自分の行動のよしあしの判断がとっさ

にできず，悪い誘惑にのってしまうのです。そして，自分の劣等感や，欲求不満のはけ口を求め

るすべてを知らないので，反抗や乱暴したり，嘘をついて人をだますようになるのです。このよ

うな子どもでも，本人にあった指導をすることによって， りっばに社会生活を送っている例が，

数多く示されています。 特殊学級卒業生は普通学級とくらべて基本的生活習慣，集団生活，

勤務状態もよく，又離職についてもとくに少ないようで好ましい結果がでています」 （富山県富

山市教育委員会）。「このような子をほっておくと，（1）社会に適応できなくなる。 (2)知能や情操な

どの発達が平均的でないので，行動にゆるみがおきやすく，非行化のおそれもある。—特殊学
級で学んだ生徒の多くは，就職先でそのまじめな勤務ぶりが高く評価されている」 （富山県高岡

市教育委員会）。この高岡市では判別委員会の名称を「適正就学判定委員会」としている。「特

殊学級にいれないと非行化する 特殊学級卒業生は雇用主からよろこばれている」というのは

富山県の判別委員会に共通した見解である。

こうしてえらびだした対象にたいして富山県教育委員会は「特殊学級指導方針」で，とくに職

業課程編成の留意点としてつぎのようにのべている。「科学文明が進歩して機械構造の改革によ

りオートメ化した工場設備，そして高度な分業が盛んになり，ベルトコンベアーの一部の責任を

負うような現代のメカニズムの中に生きる人間として考えられることは，単純な作業であって

も，そこに自己の存在，位置を自覚できるような， しかも彼らなりの人生観を持った人間として

作業に従事するという積極性が要求され，考慮せれなければいけない。一ーこのような人間にな

るような素地づくりが特殊学級・学校に課せられた使命であり，これをになっていくのが職業教

育であり，社会の要請に答える道である」と。

富山県にはこれにたいして他方つぎのような批判がある。すなわち「これは特殊学級を学校内

企業教育の場にするものではないか。特殊教育を若年低賃金労働力の供給の場にしていくもので

はないか。若年低賃金労働力たりうるか否かの観点から教育の対象児が決められていくことにな

り，教育の資本主義的搾取に道をひらかせることになるのではないか。これは教育基本法第10条

『教育は不当な支配に服することなく，ー』に違反することになるのではないか」と。北日本新

聞では 1971年6月6日から 21日まで「教育を返せ」というテーマで県の教育行政のありかたが

教育を破壊にみちびいている実態を訴えている。そこでは就学免除率が高まる反面，特殊学級

762人の大部分が知能指数85以上の普通児でしかも貧困な世帯の児童生徒となってきており，こ

の子どもたちをベルトコンベアーの一部の責任を負うようにすることが特殊教育のねらいとされ

てきているのである。判別活動がそのためにつかわれている。
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精神薄弱の対象による教育的措置（富山県）
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1970年版の「精神薄弱者問題白書」は「普通教育は，平均以下の知能程度の者を学級からしめ

出す性格をますます濃くし，一―—このため境界線以上の軽度の精神遅滞児や学業不振児が，多量

に特殊学級へ入級するようになった」と指摘している。これは判別委員会の性格を根底から問う

現象であるが，今回の調査では「判別委員会から入級入学審査委員会へ」の傾向をつよめている

ところではこの現象をどう考えているかについての見解は表明されていない。しかし就学免除児

を特殊教育の対象でないとしてしりぞけ，障害児でないものを特殊教育に入れる傾向をつよめる

中で，この教育が子どもからも，親からも，教職員からも遊離しはじめている。群馬県伊勢崎市

の「伊勢崎市特殊学級・養護学校入級入校審査委員会」では「小学校の特殊学級への入級者が減

少し学級を閉鎖しなければならないところがあります。 審査委員会で扱った昭和44年度の概

況は，第1次審査の対象者が 244名あり， 2 次• 3次と審査を進め，最終的に特殊学級に入級す

ることが適当であると判定されたのは24名です。そのうち親の承諾を得て入級の決定をしたのが

14名，関係者の熱心な入級のすすめにもかかわらず10名は普通学級に残ってしまいました。又，

養護学校へ入校が適当であると判定せれた5名のうち入校の決定したのは 1名にとどまり他は中

学へ進学したわけです」この伊勢崎市の「審査委員会」の年間計画をみると表10のように「入級

入校に応じなかった児童生徒の追跡調査」 「入級入校拒否父母対策」が重要な活動となってきて

いる。他方，群馬県の各市とも知能指数49以下のものは教育の対象とされていない。 「判別の対

象児は，境界線級以下の児童•生徒とする。ただし，痴愚（重症）および白痴は除く」 （群馬県

館林市）と判別するさいの対象にすらされない。「ここに入級できるものは，（1）軽い痴愚以上

（知能指数50以上）とする。白痴・重症痴愚の者は就学猶予または免除とし，公立・私立の施設

に入園するよう指導する。 (2)ここに入級（入学）することによって，その学級（学校）の教育を

破壊するおそれのないもの。 (3)ここに入級（入学）することによって，教育の可能性があると認

められるもの。 (4)特殊学級入級者は，原則として，小学校において 1年を終了した程度のものと

する。ただし，権威ある病院・児童相談所等で精神薄弱児と明瞭な診断を下された者については

特別に考慮する。 (5)通学可能なもの。」（群馬県太田市）こうした基準により群馬県には養護学校

が10校，特殊学級が 326学級ありながら，教育委員会は児童相談所の把握している数の半分しか

就学猶予•免除児をとらえていないという実態がある。

以上のようにこれらのばあいの判別活動は，すべての子どもに必要な義務教育を保障するとい

う立場からおこなわれているのでなく，教育の下限をきめてむしろ教育行政の義務を猶予•免除

する立場からおこなわれている。

4)まとめ

紹介した判別委員会活動は全国的にみて1970年度現在もっとも一般的な形態である。その中か

ら養護学校や特殊学級の多いところ，あるいはそれを志向しているところをとりだした。これら

の判別委員会活動は在学生を対象として普通教育から特殊教育にうつすべきもののみを選抜しよ

うとしている。組織的・計画的にとりくまれているが，このばあい父母や本人が応じてくれない
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困難さをかかえている。学校教育の対象ということが，障害児のばあい，学校をたてないままで

いわれ，また不足している学校を建設し設備を充実し，医学を保障するさいにもメリトクラジ一

の原則をつらぬく中で，いわば教育にたいする不当な力の支配によって教育の下限がきめられて

いるという状況が一層顕在化しはじめている。

2 「判別委員会活動から適正就学指導委員会活動へ」

1)京都，大阪府のばあい

京都府宮津市を中心に「与謝地方心身障害児適正就学指導委員会」がある。この委員会は「与

謝地方の心身に障害をもつ，児童生徒および，不就学者のその障害の種別に応じて，適正就学の

指導をすることを目的とする」として，与謝地方の教育委員会が共同で設置し，すべての障害児

の適正就学の指樽に重点をおいている。そのために適正就学に関する指導助言・調査研究・教育

相談の実施，障害児の教育保障に関する啓蒙活動，学校・施設•その他関係機関との連絡をして

いる。構成員も町村段階になると，たとえば大宮町では，教育長，各小中学校長，障害児学級担

任および障害児教育担当教諭， 学校医代表， 学校保健委員会代表， 福祉課長， 民生児童委員代

表，保育園保母代表，連合育友会長，障害児保詭者の会代表よりなっている。

この与謝地方は10余年にわたる与謝の海養護学校づくりと，障害者差別をはじめあらゆる差別
・ 22)23)24) 

とたたかい基本的人権を守り自治体を民主化していく運動をすすめている地方である。 その

成果は全国各地の障害児教育関係者を勇気づけ，「定員や基準で子どもをきりすてるのでなく，障

害の重い子に必要な教育をつくる学校を．I」「就学免除をなくし，すべての子どもにゆきとどいた

教育の保障を．I」のよびかけを生んでいる。京都府教育委員会はこの運動を受けとめて1970年度

の民主教育推進の三本柱の一つに障害児教育を位置づけた。そして「1970年度指導の重点と施

策」でつぎのようにのべている。「憲法第26条，教育基本法第3条が示す，すべての国民が有す

る『ひとしく教育を受ける権利』を保障するためには，教育の機会を平等に保障するという条件的

課題を改善することが大切である。それとともに重要なことは，単に『人なみに教育の機会を』

という形態的解決だけでなく，いかなる障害をもとうと，すべての児童•生徒に対して発達の権

利を保障するための適切な場と内容を用意されなければならない。一一この『発達を保障する原

則』は，とくに障害児の教育において基本とすべきである。障害児を社会効用論的に評価した

り，あるいは一面的・固定的・限定的にとらえる見方を変革することが何よりも重要である。単

に就学の機会を保障したからといって，それで発達を保障したことにはならないのである。その

22) 田中昌人「全面発逹を保障する『障害児』教育の創造をめざす教育運動」教育学研究第36巻第 1号，
1969, 50~58頁．

23) 青木嗣夫「ねたままの子どもにも教育を一一障害児の権利を守るとりでづくりの運動＿」（岡田道智・
鴨井慶雄編「未来をきりひらく障害児教育」）鳩の森書房， 1970.247"--346頁．
24) 京都府立与謝の海養護学校編「よさのうみ」 1~5号． 1970• 1971 ・ 1972. 
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点，京都府の向日が丘， 与謝の海両養護学校の実践は， 『すべての子どもに適切な教育を』の理

念を具体的に確かめつつあるものとして評価されるべきであろう。ここでは従来，教育の対象に

ならないと一方的に思われていた重度・重複の障害児に対し，必要な教育内容と条件を用意し

て，子どもの発達の可能性を追求するという非常に困難なとりくみが進められている。—――ここ

でいう『必要な教育』とは，一定の基準，枠によって子どもを評定するという，子どもの側から

いって受身的な考え方でなく，主体的，能働的な活動ができる人間にするために『必要な』とい

うことである」（京都府教育委員会）。そして「今後，体系だった本格的な施策を確立していくう

えには， どうしても教育•福祉・衛生各行政の有機的連係が不可欠です。京都府教委としては，

そのことを念頭において，早急に障害児教育の基本方針を成文化し，構想を固めていくことに
25) 

しています」とものべている。この「障害児教育の基本方針」は目下，各層の意見をもとに作成

中である。こうした努力などをもとに， 1971年 10月6日の京都府議会では「すべての子どもに

ひとしく教育を保障することに関する請願」が全会派の賛成のもとに採択され，国にたいして内

閣総理大臣・文部大臣・大蔵大臣あての「教育の機会均等推進に関する意見書」（本論文冒頭参
26) 

照）を提出することになった。これらはいずれも，与謝地方を中心とした教育運動の発展の一つ

である。

たんに形式的に就学させるだけでなく，こうした教育運動の中で，障害者の権利の獲得とかか

わって実現した発達の事実をもとに，人びとの組織的・専門的・政治的認識を変革しつつ，就学

免除をなくし教育保障をすすめている。障害の重い子どもの父母が「就学免除願」をだすのでな

く，みずからの手で「入学申請書」を作成して提出することをとおして「判別委員会を適正就学

指導委員会」にかえてきたのである。この「入学申請書運動」の重要性は与謝の海養護学校の構

想づくりの進展の中で，父母と京都府教育委員会の間で確認されてきた。すなわち， 「①私の子

を学校へ と考えることすらできないまでに追い込められていた『重症，重度』児の父母に大

きな展望を与え，教育を受ける権利について考えさせたこと。②『入学申請書』提出によって，

新しい親たちを組織し，運動に参加してもらえたこと。③ 当地方の障害児の実態把握が前進し

たこと。④ 行政上からも運動の中でも障害児の実態把握がむずかしかったが，具体的に＂権利

が保障される“という要求が満たせれる時，はじめて実態が明らかになるという，実態を明らか

にするための条件が確認されたこと。⑤ 申請書 150数通の提出によって，基本的な学校構想づ

くりの上で決定的な役割を果したこと」などである。この中で判別委員会についてはつぎのよう

に意見がまとまっている。 「① 判別委員会でなく，指導委員会に。② 科学的診断を保障し，

診断の結果を保障していく委員会に。⑥ 就学猶予•免除を決める委員会でなく，すべての子

どもに教育を保障するための窓口である委員会に。④ すべての親の要求と子どもの権利を守

っていくためにはどうするかを考える母体になる委員会に。⑤ 差別をなくすため，各機関や地

25) 京都府教育委員会「1970年度指導の重点と施策」教育展望，第103号， 1970. 1,..._.,52頁．

26) 藤井進「就学免除をなくす運動を進めよう」みんなのねがい， 1972年4月号， 34~36頁．
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域へ働きかけ， 正しい見解を得るための活動をする委員会に」。 こうして与謝地方適正就学指導

委員会が発足し， 1970年4月10日，与謝の海養護学校の開校の時には， 「おむつをあててすわっ

ている10名の子どもたち，歩くことのできない 8名の子どもたち，ことばをもたない34名の子ど

もたちなど31オを筆頭に計58名の就学猶予•免除の扱いをうけてぎた子どもたちを 155 名の新入
... 

生の中へ迎えいれ」発達保障へのとりくみがはじまったのである。将来就学指導委員会は適正就

学保障萎真差として名実ともに活動できる体制と内容を創りあげていくことが期待されている。

このような運動の中で京都府福知山市でも「特殊学級入級判別委員会」を廃止し， 「睾企疵学
．．．．． 
推進委員会」を新たにもうけて，地域の未就学者や就学猶予•免除者への適正な指導を重視しは

じめている。京都府綾部市でもそのためには「何でも話すことができ，話すことが楽しくなるよ

うな明かるい学級，ひとりの悩みをみんなの悩みとしていっしょに考え，たがいに励ましあえる

学級，差別を許さない学級，担任教師と子どもとの相互信頼関係の中で子どもが生き生きと勉強

できる学級」をつくること，つまり民主的な学級づくりが適正就学指導をすすめる基盤として重

視されてきている。

与謝地方から京都府下全域にひろがってきた「判別委員会を適正就学指導委員会」にしていく

とりくみは大阪府においても高棋市や東大阪市から府下全域にひろがりつつある。 「就学指導の

適正化が期せられることによって，そこに特殊教育が充実し，一人のとり残された不幸な子供も

なく，すべての子どもの教育権が獲得されることとなる。まず親がそれを権利として理解し，教

師が自らの手をさしのべ，社会の人びとが温かい眼差しのもとにこれを支え，行政機関がおしみ

なくこの子らのための施設を充実整備することによって，不就学とされる子どもはなく，就学猶

予•免除を願いでる必要もなくなり，すべての子どもが，どこかの場所で，なんらかの方法で教

育をうけることができるようになることを期待して」活動している。

2)東京都のばあい

東京都でも表11・ 12・図4・ 5 にみるように，就学猶予•免除児が増加してきた。しかも東京

都教育委員会は「この他にもかなり多くの不就学児童•生徒がいると考えられる」とのべてい

る。就学猶予•免除の手続のまま転出したもの，就学手続をしなかったものが家庭・医療機関・

児童福祉施設あるいはそれらにかわる場にいる。また，戸籍，住民基本台帳から脱落したり居所

不明のものがある。これらを明らかにしていくために東京都では1970年度から 2か年間にわたり

「不就学児の実態及び教育的措置に関する研究」にとりくみはじめた。さらに就学していても長

期欠席児となり実質的に就学が保障されないばあいも少なくない。長欠の理由は東京都では1959

年から1968年の10年間に小学校では病気が63.5％から71.7％へ，学校ぎらいが 8.3％から 14.0%

へ増加し，中学校では病気が33.3％から48.8％へ，学校ぎらいが23.2％から37.1％へそれぞれ増

加している。このような学校の状況を改善していくことと結合しないと就学猶予•免除をなくす

ることは正しく実現しない。判別はしたがって①就学させるための判別であり，②教育・医療機

関・介助条件の整備・改善と合わせてすすめられるべきであり，③就学援助の対象・費目・支給
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額の増大を実現していくものでなければならないとしている。「すべての子どもに適切な教育を」

「魅力ある特殊学級づくりを」というスローガンがここからでてきている。

さらに東京都教育委員会ではつぎのようにいっている。「障害児教育は， 社会自立がその目的

のすべてではない。成人後の生活を， 自分自身でできるだけ豊かで幅ひろいものにすることがで

きるように育成することも，大きな目的のひとつとされている。近年の医療技術の進歩や福祉施

策の進展とあいまって，障害児に対する一般の理解と関心が深まってきた結果，特殊教育への就

学希望者が次第に増えている。これまで重い障害のために就学を諦めていた子どもたちや保護者

もすすんで就学を望むようになってきた。社会自立ができるかどうかはともかく，すべての障害

児に対して，一人の落ちこぽれもないよう，その程度・能力に応じた適切な教育を望む声がしだ

いに高まりつつある。心身障害児がいるかぎり，時と場所とを問わず，適切な教育を用意しても

らいたいという障害児や親達の祈りにも似た強い希望に対しては，なんとしてもこれにこたえて

いく必要があろう。社会自立のための教育という考え方や制度面にはなお多くの問題があるにせ

よ，このような市民の基本的権利にかかわる強い要請に対しては，この際，既成の概念にとらわ

れない新しい考えにたち，すべての障害児に適切多様な教育を提供できるよう工夫・検討をすす

め，すみやかに効果的な行政サービスを具現してゆかねばならない」と。そして，心身障害児の

出現率といわれるものもそれは「学令児童•生徒のなかに教育上特別なとりあつかいを要する障

害のある子どもがどのくらいの割合いるかを示すもので，障害児の全員ではなく，このうち特殊

教育の対象となる児童·生徒を推計する算定率である。したがって就学猶予•免除を受ける程の

障害の重い子どもは特殊教育の対象とならないのでそこには含まれないことになっている。＿＿

だから収容計画の基礎を出現率だけにもとめるのでなく，出現率は，障害児数の概観的・傾向的な

把握のばあいなどに用いるにとどめ，実際の具体的な収容計画では，行政需要の動きを短期的に

とらえて遂次これを改変しながら整備をすすめたほうが，より実態に即して効果的であるとする

考え方が生じている」とのべている。この立場から当面緊急に問題にすべきは，各種養護学校で

障害の重い子の入学希望がふえてきていること，盲・聾学校では重複障害者がふえていること，

図4 東京都における特殊教育にたいする教育行政上の問題点

収容力がまだ足りない

指導態勢が不十分

制度面の整備が遅れている

特殊学校•特殊学級が足りない

就学方法の多様化が進んでいない

施設・設備等環境条件が未整備

教職員等の配置が十分でない

適切な就学への指導機能が未整備

指導内容面の整備が遅れている

早期教育・早期指導態勢が不備

社会自立教育体勢が不備

心身障害者（児）総合行政体系の不Vih

遜，•投学校•特殊学級の非義務制
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表11 東京都における就学猶予•免除者数の推移 1 

＼＼ 児童•生徒 就学猶予•免除児童・生徒数 B
A+B B X 100 

総数A 計 I就学猶予 I就学免除
35年度 1, 430, 598 人/'1,948 人/'1, 594 人 354 人 1. 36 % /O 

36 1,445,928 1,588 1,174 414 1.10 

37 1,418,997 1,344 978 366 0.09 

38 1,327,728 1,148 821 327 0.09 

39 l, 262,849 1,072 801 271 0.09 

40 1,123,021 1,025 804 221 0.08 

41 1,188,155 1,611 1,172 439 0.14 

42 1,181,688 1,463 875 588 0.12 

43 1,188,441 1,689 957 732 0.14 

44 1,210,429 2,014 1,167 847 0.14 

表12 東京都における就学猶予•免除者

数の推移 2 図5 東京都における不就学の理由内容

年
不就学の理由

心身障害による不就学

学令児童 1学令生徒
その他 計

度
(6~12オ） （12~14オ）

41 1- 1,203人 |210人 I198人 I1,611人

42 | 1, 044 | 200 | 219 | 1, 463 

43 I 1, 148 I 210 I 271 I 1. 689 
44 I 1. 340 I 305 I 369 I 2, 014 
45 | 1, 480 _＿ | 385 | 354 | 2, 219 

医療機関・児童福祉施設における教育保障，在宅児の訪問指導をすることであるとしている。

京都・大阪と同様，東京都でもこのように要求運動にねざした施策の発展が留意されている。

こうして教育行政は障害児のばあい「重障児にも教育を」の観点から出発していくべきであ

り，そこからでてくる問題点に計画的なとりくみをしていかなければならないとする。問題点は

図4のようにまとめられている。これらを解決していくためには一行政部門だけでなく，心身障

害者（児）対策プロジェクト・チームを設置して総合行政の体系化の検討が必要である。東京都

ではそれを図6の「心身障害者（児）のための施策の体系」としてまとめている。
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図6 東京都における心身障害者（児）のための施策休系（にコは当面の主要施策を示す。）

―| 
-1)ー優性保護思想の普及ー1-1妊婦の疇及び指導の強化l•優生保護相談事業
-2)ー母子保健対策の充実ー の充実

-1  発生予防
ー一3) 乳幼児保健対策の充実 l小児専門病院の設置I・ I杢塾鬼等対策の強化1

I 
-4) 成人病対策の充実 l成人病医療の強化l・疾病予防対策の充実
-5) 交通産業事故対策の充実一―—交通事故の防止・産業事故の防止

↓ ー1) 早期発見体制の充実 l新生児， 3オ児，幼児の検診の強化1・

-2  早期発見ーI l母子保健協力員噂置l

ー2) 登録管理制度の確立 l総合的登録管理制度の新設l
-1) 相談判定評価，指導
機能の充実

l心身障害者福祉センター機能の充実I・ I塵童担箆
↓ I 所の整備l 叶教育研究所等の充実l• 福祉事務所の

-3  相談， 一
判定，指導 強化・各機関の連携の強化

↓ 

-2) 判定評価基準の統一 判定評価基準の統一

—3) 登録管理制度の確立 l総合的登録管理制度の新設l

-1) 

―1主要病院にリハビリテーション科の設置l

医学的リハビリテーシ＿—|小児専門病院の設置I
ョン機能の充実

―l救急医療体制の充実I

―l精神薄弱者通園施設幼児部の設置I~ I重複障害児
通園指導部門の設置I・I盲ろう児通菌部門の設置＼

ー 4 治療・訓練 I―2) 幼児訓練の充実

！ 
・ l肢体不自由児通園施設の増設l

I 

↓ 
5 I教

I 

一訪間巡回指導体制の強化

―l無認可通所施設への助成l

3) 中途障害者訓練の充実 l肢体不自由者更生施設の設置I・ l中途失明者更生
施設の設置l

4) 精神簿弱者（児）訓練 i精神薄弱者（児）施設の設置及改築I・ I盲精研贋
・精神薄弱児通園施設のの充実 弱者（児）施設の設置I・ I 

鰐 l

-5) 脳性マヒ対策の確立 脳性マヒ対策の策定

-1) 就学学予免除をできる一
だけ少なく

―入学（級）基準の明確化・訪問学級の充実

-2) できるだけ普通教育の一
場で教育を

-3) 障害の多様化に応じた
指導体制の確立 ―--i指導内容の再検討I

育II—4) 特殊学校・学級の増設
役割分担の明確化 i特殊学校，学級の増設1

1-5) 早期教育の確保 特殊学校幼稚部の整備充実

- 44 -



田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

ピ簑護学校高等部指導内容の充実・肢体不自由児 5

平制高等学校の設置

1_6) 社会自立教育の充実一~―1巫活訓練施設の設置叶

一青年教室の充実•特殊青年学級の充実・卒業後の

-6 職

アフターケアーの充実

―l属用率の逹感l• 都職員への積極的採用
-1) 一般雇用の促進—- I 

―l雇用主への援励l・雇用奨励金制度の拡大

—2) 適職の開拓とあっせんの＿適職の開拓とあっせんの強化・職場適応訓練の拡

強化 大・職務分析の推進

-3) 職場定着指導の強化— l通勤指導施設の設置I

業一：一4) 職業訓練制度の拡充―--1-1・1二般訓練校への軽
度身障者の受入れl

ー5) 職能判定機能の充実 l心身障害者福祉セどター機能の＿充実（職業前訓練
部門の拡充） 1 

—6) 庇護雇用の拡充 I ―l心身障害者生産施設ゐ設置l
―l心身障害者福祉作業所の増設l

自営業主への援助 資金の援助I -7) 

↓ 
-7  社会（家庭） 1 

ー 1)

復帰が困難
なものの援

-2) 

護 I
↓ー1)

-8 生活の安定一
ー 2)

，
 

1
_
’
！

ー

1

|
ー

ー

L

介護負担の軽減 I示ニムヘルパーの増員l・重度障害者手当の検討

長期収容施設の拡充 i重度身体障害者施設る履麗l廿重度精神薄弱者（児）
施設の増設I・I重症心甚障害児施設の増設l

所得の保障 年金，手当制度の充実・控除割引等・扶養年金制度

交通機関の利便 i自動車運転教習の補助1・盲導犬の普及・交通信

号標識の改造

―I 
-3) 住宅の確保 ― --—住宅改造・障害者向住宅枠の拡大・公営住宅の

|―¥ -4) 日常生活の利便一 優先扱いの拡大，公共施設の改造

↓ 一1) 研究開発の強化 ―l心身障害者総合研究所の設置I• I補装具研究所
研究，開発ー
翫職員の 互麟

ー2) 専門職員の確保 l専門職員養成所の設置I・研究研修の強化

こうして「すみやかに養護学校•特殊学級の義務設置制への促進を国に対し，強く要請」しつ

つ，「障害の重度・重複化傾向に対応し，最近，重度重複児のため， 特殊学級が設置されている

が，その入級基準や指導内容等が明確でないので，基準の統一化をはかり，区市町村教育委員会

の判別組織の充実をはかるとともに特殊教育の多様化に対処するため，指導内容の研究，改善を

はかる必要がある。都における専門職員の蓑成，教職員の研修は積極的に推進」していかなけれ
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ばならないとのべている。

判別と適正就学指導は権利保障の観点からこうしたとりくみと一体となってその設置と活動を

早急に充実していかなければならない。以上のような検討のうえで東京都教育委員会は判別につ

いてつぎのようにまとめている。

「・ 現在区市町村教委で『判別』を行っている。ここでは，就学に適するか，不適かを分け，不適なら

就学お断りということになっている。つまり，学校か，施設（又は在宅）かをふりわけているのである。

これは，やはり，対社会有用性中心の考え方に接近した常識的な発想にすぎないようである。けれども障

害児教育には下限はなく，すべてが教育対象であるという，少なからぬ勇気を伴ったわれわれの考え方か

らすれば，この『判定』の考え方こそ実はすべてのキイポイントともなる大きな問題を含んでいるようで

ある。

• 本来の意味の判別とは何か，すべてを教育対象とする考え方を前提とすれば，それは，多様な教育手

段をまず用意し，障害の程度能力に応じてその子供に最も適した手段を選んでやることであろう。

• この多様な教育手段が殆ど用意されていない現状は，当事者が学校か施設かというような『判別』に

いつまでもこだわっている限り決して解消されないであろうし，逆にこの『判別』が当事者をして受入れ

態勢不備という怠慢を助長し，行政需要に満足に応え得ない状態に止めしめているのである」

3)まとめ

1970年度の時点でみると，判別委員会活動において就学免除制度を行政側が利用することにつ

いては，福井，和歌山，大阪で疑問がだされ，京都ではそれをなくす方向が教育運動の中で実質

化せれ理念が深まってくるとともに，東京都では行政計画としてとりあげようとしていることが

明らかになった。それはこの教育を義務教育無償制度に位置づけ，判別もすべての障害児のため

にその必要に応じてひとしく適正就学を保障するという権利保障の観点にたってすすめることを

志向している。

v討論

1 「判別」委員会活動の理念について

1970年度の県および市段階における「判別」委員会活動と就学猶予•免除にたいしてのアンケ

ート調査と実態調査の結果から，われわれは教育委員会の「判別」委員会活動の目的について非

常な疑問をもった。すなわち「判別」委員会の設置にとりくまれだしたのは1967年項からである

が，それは障害児教育が義務教育化されるはずになってから20年経過している。義務教育という

基本的人権保障の根本にかかわる活動が20年も放置されていたということは重大である。責任の

大半は，盲・ろう教育以外の障害児教育を学校教育法にもとづいて義務教育にすることを政令公

布と財政措置の段階でおさえてきた歴代政府の文教政策にあるのであり，そのことは例年各種の
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27) 

障害児教育関係者の研究会でも指摘されているところである。しかし，義務教育にならなければ

「判別」委員会活動ができないというものではない。教育委員会は地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第30条などにもとづいてどのように義務教育を制度化すべきかを教育研究の成果に

もとづいて見解をだしていくことが必要であり，それらによって文教政策のあやまりを正してい
28) 

くことができる。最近の10年は特殊教育機関がふえる反面，就学免除率が高まるという傾向がで

きている中で，権利侵害が顕在化しきているときでもあり，おそまきながらもそのことを是正

し，「判別」委員会活動が障害の重い子どもを義務教育から除外する選抜機関にならないための
29)30) 

理念を確立していくことが重要である。

1972年度で百年を経過するという義務教育制度の歴史は，一面で就学免除ー一人間として生き

ることの免除ーーをさせれた子どもたちを累積してきたといえる。「判別」委員会活動はこの歴史

に真正面からとりくむ活動のひとつである。このような意味において，就学率99.9％を 100％に

することは，これまでの菩積の上に残存の「0.1%」を直線的に加えることではない。つまり，

いわゆる「文盲」をなくすことにとりくんできた百年の歴史の中で，一方で学校が子どもを選ぶ

ことを固定化し， しかもその教育を資本主義の不当な力に従属させたときに，新たな「文盲」す

なわち政治的・組織的・専門的「文盲」をつくりだしてきたことを顧る必要があることをいうの
31) 

である。これまで除外されてきた「0.1%」をうけとめることは，学校が子どもを選ぶのではな

く，子どもに必要な学校を医療や社会保障を統一して保障した上につくることである。そしてこ

のこととはさらに，形式的にしか就学を保障されていかなかった人たちの教育の中味も吟味発展

させていくものでなければならず，またこれまでの教育が「文盲」をなくしつつもなおかつ「文

盲」を残し，政治的・組織的・専門的「文盲」を増大せせてきたことをやめさせ，すべての人に

27) 学校教育法第74条「都道府県は，その区域内にある学令児童及び学令生徒のうち，盲者，聾者又は精神
薄弱者，肢体不自由者若しくは病弱者で， その心身の故障が， 第71条の 2の政令で定める程度のものを

就学させるに必要な盲学校，聾学校又は養護学校を設置しなければならない」。
学校教育法第93条「この法律は，昭和22年4月1日から， これを施行する。ただし，第22条第1項及び

第39条第 1項に規定する盲学校，聾学校及び養護学校における就学義務並びに第74条に規定するこれら

の学校の設置義務に関する部分の施行期日は，政令でこれを定める。」

28) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条「地方公共団体は，法律で定めるところにより，学

校，図書館，博物館，公民館その他の教育機関を設置するほか， 条例で， 教育に関する専門的，技術的

事項の研究又は教育関係職員の研修， 保健若しくは福利厚生に関する施設その他の必要な教育機関を設
置することができる。」

29) 藤本文朗「障害児の教育保障の意見と運動ー一未就学障害児を中心に一ー」教育学研究第36巻第 1号，
1969, 38,..__,49頁これをはじめとして， 他に各地で就学免除児の実態調査， 療育活動がおこなわれはじ
めているので，これについては改めて論じる。

30) 1971年 5 月 19 日の参議院内閣委員会で上田哲議員の質問に対し，政府委員は現在は就学猶予•免除の手
続きは医者の診断をもとに親が申請すれば教育委員会は信頼するということで，科学的な調査活動がで

きていないことを認め， 将来は判別委員会の考えかたの基本として切りおとし除外のための判定をする

のでなく， 教育機関の設置との関係で総合的に改善していく必要がある。 したがってこの委員会をどう
していくべきかはしばらく検討させてほしいとのべている。

31) 堀尾輝久，「現代教育の思想と構造」，岩波書店， 1971.139頁。

田中昌人「発達保障の道を力強くすすもう」，みんなのねがい， 1971年5月号． 54~61頁．
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必要な教育を保障していく力になっていくものでなければならない。

今後全国的に新たにつくられていく「判別」委員会という公的機関が，結果としてもし就学免

除することを大々的におこなっていくとしたら，それがいかにうまくおこなわれていくとしても

教育をうける権利を奪う不当な力の支配下に自らを従属させていくことになる。それは義務教育
．．． 

無償制度という権利の無差別平等の原則を能力差に応じて権利があるというメリトクラシーの原

則に変え，差別を拡大再生産していくことへ道をひらくことになる。

就学免除をなくせという要求にたいし，現在の行政の側から，就学免除は恩恵をうける権利だ

からその権利を侵害してはならないのだという意見もだされている。しかしその行使を障害の

璽い子どもたちだけに限定し，そのことによってすべての子どもに保障されなければならない教

育をうける権利をより大きく侵害する結果をひきおこしている実態をこれ以上許すことはできな

い。教育運動は教育をうける権利の獲得とかかわって実現してきた発達の事実をもって就学免除

が権利でないことを明らかにしている。もし就学免除をうける「権利」と教育をうける権利を等

価的なものとして二者択ーに迫ることがあるとすれば，その「判別」委員会全体が基本的人権獲

得の歴史によって審判されていかなければならないであろう。憲法・教育基本法にてらしても運

用違憲の疑いが濃厚となる。「判別」委員会活動はどこまでも教育をうける権利を無差別平等に

保障し，保護者の就学義務を果さしていくことについて，政治や行政の義務を免除させないとい
32) 

う責任を果たしていくものにならなければならない。

2.就学免除制の廃止について

就学免除の制度は義務教育制度が成立してくる過程で形成されてきたが，それは国策逐行とい

う大義名分で国家教育権を実質化していく過程で強化されてきたものである。国内への抑圧と国

外への侵略が一体化してすすめられた明治後半，昭和前半，それは日本資本主義成立にとって必

32) このこととかかわって問題になるのは， 1971年6月15日に中央教育審議会の「今後における学校教育の

総合的な拡充整備のための基本的施策について（答申）」の第 1編第2章第2の7項「特殊教育の積極的

な拡充整備」などが， さきに東京都教育委員会が指摘しているように，特殊教育の対象にもならない子

どもたちを除外することを前提としているかどうかということである。坂田文相ら政府委員の見解はつ

ぎのごとくである。 「私は， やはり心身障害の子どもたちというものは， 教育を受ける権利があるわけ

でございまして， われわれ行政をあずかる者といたしましては， できるだけそういうものをひろくとら

えていくという方向で， すすまなければならない。かようにおもうわけでございます。一ーしかしなが

ら一ーそのすべてが全部教育できるかどうか， むしろその判断といいますか， あるいは学問的な意味に

おける限界をどこで定めるかというような問題について，まだ日本においてはそういう客観的な尺度も

一面においてはない。こういうような点については，やはりアメリカその他の先進国のやり方等も十分

に取り入れてやらなければならないのではなかろうかというふうに考えております。」 (1969年4月2日

衆議院文教委員会斉藤「正」議員の質問にたいする坂田文部大臣の答弁から）

「私どもとしましては教育機会均等の立場から，―-御指摘のように， 23条の猶予とか，免除という規......... 
定は理想としてはないほうがよいと思っております。しかしながら，やむを得ない事情で猶予者なり免

除者が決定されるということもやむを得ない事情だと思っております」 (1971年5月19日参議院内閣委

員会岩間正男議員の質問にたいする政府委員の答弁から）
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33) ・ 3) 

要な人間とそうでない人間を選抜していくしくみのひとつのあらわれでもあった。

清水らは就学免除の制度が確立してくる過程を，対象の概念の確立の過程，手続きの分化の過

程，許可権限の体制側への集中化の過程，それが就学者にたいする規定の確立化の過程と対応し

ていることを明らかにしている。この観点からみるとき，最近の傾向は教育から障害児を除外し

ていつわりの「特殊教育」振興をすすめていく三度目の時期ではないかと危惧される面をもって

いる。

すなわち，明治後半への時期をみると就学義務から外される対象の概念の確立の過程には，①

不就学対象が無規定の第一段階（明治 5年学制）， ②「事故」 という末分化かつ包括的概念の第

二段階（明治 2年教育令），R「事故」，「疾病」，「家計困窮」の三つに分化した第三段階（明治19

年小学校令），④「疾病」か「病弱•発育不完全」と「振顧白痴・不具痘失」に分化し，「貧窮」

はのこされたが，暖味であった「事故」は消され，計三つに整理された第四段階（明治33年小学

校令）という過程を経たという。対象概念の明確化は同時に就学猶予•免除手続きの分化の過程

と対応していた。第二段階では猶予制だけであったが，第三段階で猶予•免除制となり，第四段

階に入って，障害の重い児童は免除のみの被適用者として確定していった。他方「貧窮」は猶予

または免除とされていたが国民学校令（昭和16年）に猶予のみの被適用者とされていった。さら

に不就学の対象や適用内容の分化は，同時にその手続きの厳格化，許可権限の体制側への集中化

の過程と対応していた。第一段階での届出制から，しだいに認定が必要となり，ついに保護者の

申立ての有無にかかわらず当局側の裁断で適用できるにいたっているという。しかもこの過程と

同時に就学者にたいする規定，たとえば就学義務年限，修学認定方法，教育費負担などの確立化

と対応する中で，それから排除し，相対的に公教育対象者との間に実質的権利侵害を拡大強化す

ることになったという。

現在の義務教育制度における判別委員会が入学・入級審査委員会になっていく過程に同じ傾向

がみられるのではないか。こんにち，就学免除制を廃止することは，義務教育制度に必要な人間

と不必要な人間をつくって，教育を教育でないものにしていく誤りを防ぎ，障害児がゆきとどい

た場で安心して教育をうけることができ，一人ひとりの人権を守ることによってみんなが民主的

な主権者になっていくことであり，それは同時にその集団が集団としての権利を獲得し，集団的
34) 

に民主的な主権者集団としての力量をまして発達していく道でもある。

この主張は現実的基盤をもっている。国内法としては憲法・教育基本法・児童憲章の具体化で

あるし，国際法的な保障の方向としては世界人権宣言・児童の権利宣言・精神薄弱者の権利宣

目，さらには教育上の差別待遇反対に関する条約，国際公教育会議の精神薄弱児に対する特殊教

33) わが国における就学猶予•免除制度の成立過程については，飯野節夫•清水寛•田中昌人「権利として

の『障害児』教育の運動」（城丸章夫，船山謙次編「講座現代民主主義教育第 5巻」），青木書店， 1969,
186---....,224頁田中昌人「発達保障の道を力強くすすもう」みんなのねがい第 5号， 1970年 9月号， 54~
63頁を参照．

34) 全国障害者間題研究会「全障研第 5回大会報告集」 1972. を参照．
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育についての勧告，教師の地位に関する勧告などを現実のものとしていくことでもある。

1960年に国連が採択した「教育上の差別待遇反対に関する条約」 (Conventionagainst Discrim-

ination in Education) ~ま， 教育上の差別を意味するいかなる法令・行政命令をも廃止し，また

いかなる行政慣例も停止することをもりこんで，特に就学の権利の保障を重視している。その精

神をうけて同年に国際公教育会議は勧告第50号で「精神薄弱児に対する特殊教育について」 41項

目にわたって勧告し，特に就学について「⑤それを義務づけ，教育をあたえることは教育当局の

不可避の義務であり，⑥この教育は修学年令を超過したときも継承されることが望ましく，⑦大

きな財政支出を伴なうとしても無償の教育をすべきであり，⑧寄宿費。交通費は公私にかかわら

ず補助金を出すべきである」と強調している。また1971年に国連の社会進歩のための委員会で協

議され12月20日に採択された「精神薄弱者の権利宣言」では同一年令の他の国民とひとしく権利

を保障すること，とくに教育や労働の権利は障害度の如何にかかわらず， 自己の能力を最大限に

発逹させるために，たんに機会均等だけでなく，必要な医療や保護手段とともに保障されるべき

ことを強調している。京都や東京都でとりくまれだしたことは国際法的な保障の方向でもあり，

国政レベルでとくに行政的・財政的措置がなされていく必要のある問題なのである。このような

裏づけを実現するとともに就学免除制を廃止することが必要である。それによって就学猶予制も

就学への猶予であって就学免除への猶予でないものとなる。

この問題に関して，施設や家庭で教育がおこなわれているからそれでよいという意見がある。

しかし，施設や家庭には現在教育はあっても教育権の保障はない。教育権の保障は義務教育無償

制の原則に正しくねづくことである。施設や家庭の教育が正しく発展するためにも教育行政の教
35) 

育権の保障への責任が果たされていくことがいま必要なのである。

3. 「適正就学指導委員会」の設置を義務づける問題について

「判別」委員会はこれまで通達と行政指導によって任意設置になっており，こんご計画設置が

つよまろうとしている。その性格はさきにものべたように教育機関の設置義務と就学義務が実施

されていないこともあり，選抜機関の性格を色濃く持たされている。堀尾のいう福祉国家一ーそ

れは国家独占資本主義体制である＿における「麟争＝選抜の原則」から「競争＝選抜の原則」と

して選抜する側に力点が移されていく中で“資本の論理に従属する能力に応じて分類処遇を固定
36) 

化し，実質的不平等を増大させる”機関のひとつになりかねない側面をもっている。
.... 

しかし，国際法的保障の方向とも関連しつつ，あらゆる障害者団体で就学保障の問題が論議さ

れ，養護学校の義務設置，障害者をふくめた義務教育無償制度の早期完全実施が主張されてきて

いる。 1968年からは障害者団体が障害をこえて要求運動を強化する中でこの間題が一致点のひと

35) 現在，特殊学校教育費は不十分であっても 1968年会計年度で生徒 1人あたり 624858円を使っている。
（文部省，「地方教育費の調査報告雷ー一昭和43年会計年度ーー」，文部省， 1971.72,--...,75頁参照）． 1970
会計年度東京都では100万円をこえたという．ところが就学免除児にたいする義務教育費の支出はゼロで

ある．
36) 堀尾輝久「現代教育の思想と構造」，岩波書店， 1971, 203,--...,267頁．
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37) 

つになっている。それがさらに各団体へもちかえられて，メリトクラジーの原則でなく無差別平

等の原則が深められている。とくに最近は全国段階でけだなく，各県の教職員組合の運動方針で

も組合の民主的強化とともに積極的にとりあげられるようになってきた。それは産業革命以後，

労働者階級のたたかいの中で義務教育制度が成立していった過程と共通した側面をもちつつ，い

わゆる資本主義的能力主義を集団主義思想によって克服することによって，教育基本権を内実化
38) 

したより前進した義務教育無償制度の政策と教育実践を生みつつある。 「労働者階級の権利の獲

得が障害者の権利保障の基盤をつくり，障害者の権利の獲得が労働者階級の権利の拡充を実現し

ていく」ことが集団主義のモラルにもとづいて全面発達を保障していくあゆみとしてすすみつつ

あるとき， 「判別」委員会活動を民主的に改革強化していくことは現実に可能である。

その活動はたんに就学免除を形式的になくし，学籍をだしていく手続をさせるだけにとどまら

ない。京都府と京都市が1971年度に森永ひ素ミルク中毒被災児にたいして無料精密検診をし，権
39) 

利保障の観点から報告書で示したように，障害児医療の無料化と義務教育無償制の拡充の機会と

して就学前にゆきとどいた教育医学的健診と適正就学指導をすることへのとりくみを意味する。

当然，家族とうけとめる教職員の健康診断をし，そこに必要な社会保障の実現を追求していく。

各自治体は地方教育行政の組織及び運営に関する法律第30条の方向で適正就学保障のための実

態調査，教育研究をしていくことはできる。たとえば県段階での判別委員会活動は市町村のそれ

の補完をする機関であるだけでなく，県下の市町村段階で把握している実態を掌握したうえで，

個々の市町村段階だけでは判断しえない間題にたいして行政と関係者の間で協議・交渉をし，自主

37) たとえば障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会でまとめた1971年度の「障害者の生活と権利を守る

ための統一要求」をみると「 3,障害児の教育を振興するために」としてつぎの19項目があがっている。

(1) すべての障害児が教育をうけることができるように義務教育制度の政令を制定してください。゜「精

神薄弱児」，肢体不自由児， 病弱虚弱児，弱視児，難聴児等の養護学校，特殊学級を義務設置してくださ

い。（2) 障害児学校の幼稚部，高等部を義務設置してください。（3) 幼児教育を充実するためすべての障

害児学校に幼稚部を併設し，校舎建築費，教材費等は義務教育なみに国庫補助してください。（4) 高等部

の教育を充実するため，すべての障害児学校に普通学科を必置し，さらに職業学科を充実してください。

また校舎建築費等は義務制なみ国庫補助してください。 (5) 障害児学校の設置基準を制定し，施設設備の

充実をはかってください。（6) 体育館，講堂，プール等を整備し，障害に応じた教育（直観教育室，聴力

測定室，聴能訓練室，言語治療室等）を整備してください。（7) 寄宿舎の構造を改良し，重症児も入舎で

きるようにし，なお防災建築にしてください。（8) スクールバスをすべての障害児学校に配置してくださ

い。（9) 学校給食施設設備費を全額国庫負担にしてください。 (10) 教材費の積算単価を引上げ特に独自な

教材を購入できるよう制限を撤廃してください。又盲学校には点字印刷機を完備してください。(11)理科教

育振興法，産業教育振興法，学校図書館法に対する国庫補助金を増額するとともに障害児学校への適用拡

大をはかってください。 (13 寄宿舎関係予算を別枠配当してください。 (1~ すべての障害児学校に幼稚部
から高等部まで重複障害児学級を必置してください。 (14) 障害者の高校，大学進学差別を除去してくださ

い。 (13 就学奨励法を改正し，費目の追加，段階区分の撤廃をはかってください。⑯ 教育費の父母負担

を軽減し，とくに地方財政法上盲・小分科会ろう・養護学校を差別している条項を改正してください。(1り

障害児も学校にいけるし父母も働けるように介助職員を必置してください。⑱ 障害者の要求にこたえ成

人学校を開設してください。 (l9 重度障害児の就学を保障するため，訪問教育制度を拡充してください。

38) 日教組特殊学校部「日教組特殊学校部総会決定事項集」 1971. および「日教組第21次・日高教第17次全

国教育研究集会第21分科会『障害児教育』基調報告」 1972.参照．

39) 京都府森永ひ素ミルク中毒被災児追跡調査委員会「京都における森永ひ素ミルク中毒被災児の現状とそ

の対策」 1972,京都府・京都市．
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的研究活動の援助をしつつ，教育政策・教育活動の新しい発展を実現させていく任務があるはず

である。市町村段階で養護学校が建設しにくいばあい，県段階で建設していくときにはこれまで

教育をうけることができなかった子どもたちを，地域との関係をつけつつどのようにうけとめて

いけばよいかについて，条件整備や教育内容についての助言がおこなえなければならない。 1967

年に住民基本台帳法施行令が制定され，学校教育法施行令第 1条第2項，第2条によって学齢簿

の作成が従来は保護者から教育委員会への届出にもとづいておこなわれていたのが，学令児童・

生徒等の住所地の変更にともなう市町村長の通知によって作成され，さらに何らかの事由で住民

基本台帳に記載されていないものについても，義務教育の完全実施という観点から学令簿を編制

することになった。これらの事務をおこなうことは教育委員会および校長の義務とされているの
40) 

であって，これを権利保障の事務にしていくことが必要である。

就学免除をなくすことは学校教育と内的に結合したいわば社会教育活動の開始である。社会発

展の現段階では，義務教育では全員を，就学前および後期中等教育では希望者の全員就学を，大

学受験の門戸を閉ざさないことを最低の義務として保障する任務を果しつつこれらにとりくんで

いくことである。これまでの「社会性がついたら学校へいれてあげます」という論法は父母の

「社会性をつけるために学校が必要なのです」という要求を正しく組織し，適正就学指導という

方向でうけとめることにかえられるときがぎたと考える。

VI 今後の研究課題

1.盲・聾・狸護学校，特殊学級においては，判別と適正就学指導がどのようにおこなわれて

いるか。

2.在宅・医療機関・児童福祉施設などの不就学児の実態と義務教育保障の要求はどうか。

3.障害の重い子どもたちの発達保障に関する実践研究からどのようなことが理論的に再構成

されるか。

4.障害児の義務教育無償制早期完全実施とそのための行政的・財政的措置はどのようにして

いったらよいか。

5.労働行政が障害者問題の改善にどのようにとりくむならば，たとえば企業等の教育内容に

たいする不当な干渉をやめさせることなどがでぎるか。

6.普通教育の中で「障害者問題」をどのように学習していくか。

7.就学免除をなくし，必要かつ適切な教育を保障する適正就学指導活動について諸外国では

どのようにとりくんでいるか。

これらを明らかにし，すべての国民が民主的な主権者になっていく出発点のひとつとして，就

学保障における無差別平等の原則を教育改革の中に確立させるための研究をつよめることが，当

面の課題である。

40) 辻村哲夫「就学事務の実際」教育委員会月報 No.255(1971年11月号）． 48~56頁．参照．
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参考資料 各教育委員会からアンケート以外に送付された資料は次のごとくである。

府県

青森

群馬

区

‘

戸

市

八

伊勢崎

資 料 名

八戸市特殊学級児童生徒判別委員会： 1969 中央判定委員会だより 創刊号

八戸市特殊学級児童生徒判定委員会： 1969 中央判定委員会だより 第 2号

伊勢崎市： 1967 伊勢崎市小学校特殊学級，養護学校入級入校審査委員会規則

伊勢崎市： 1969 伊勢崎市特殊学級，養護学校入級入校審査委員会報告書

伊勢市：伊勢崎市小学校特殊学級，養護学校入級入校審査委員会候補者選定基準

伊勢崎市：伊勢崎市特殊学級，養護学校入級入校審査委員会年間計画

太田

桐生

館林

富岡

沼田

埼玉

太田市教育委員会：太田市小学校特殊学級入級児童の選定及び入級手続

太田市教育委員会：特殊学級入級願（養護学校入学願）願書

桐生市心身障害児判別委員会： 1970 判別委員会機構

館林市教育委員会： 1966 館林市特殊学級・養護学校入級入学者判別に関する規則

館林市教育委員会：精神薄弱児の判別ならびに就学指導資料

富岡市特殊教育研究推進協議会： 1970 富岡市特殊教育研究推進計画

沼田市教育委員会： 1970 沼田市小中学校心身障害児判別委員会規則

沼田市教育委員会：特殊学級入級調査委員会規程

沼田市教育委員会：特殊学級入級調査票

埼玉県教育委員会： 1969 判別と就学指導ー一精神薄弱特殊学級設置を中心として

東京都 1 心身障害者（児）対策プロジェクトチーム： 1969心身障害者（児）対策

東京都教育委員会： 1969 東京都の教育行政の課題

東京都教育委員会： 1970 特殊教育の推進一ー東京都指定特殊教育推進地区報告書ー一

東京都教育委員会： 1971 公立小・中学校特殊学級認可状況

東京都教育委員会： 1971 東京の教育 第24号一特集 心身障害児の教育一

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1969 特殊教育通信 Noll 特殊学級振興 (II) 

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1969 特殊教育遥信 No12 不就学（猶予•免除）対策(I)

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No13 情緒障害教育

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No14 在宅重度障害児のため

の訪問教育制度

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No16 特殊学級振興促進

資料 (III)
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東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通倍 No17 特殊学級振興促進資料

(N) 

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No18 45年度特殊教育予算(II)

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No19特殊教育振興資料特集号

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1970 特殊教育通信 No20特殊教育振興資料特集号

東京都教育庁学務部学務課特殊学校係： 1971 特殊教育通信 No22 心身障害児の教育

東京都教育委員会教育庁指導部： 1971 特殊教育関係資料

特殊教育調査研究会（都立学校整備委員会）： 1971 重度重複障害児の教育について（報告）

都職労民生局支部自治研推進委員会： 1971 社会福祉の前進のために一民生局支部自治研機

関誌一

病虚弱教育整備協議会： 1971 都における病弱教育のあり方について（報告）

東 京 I小平 I小乎市教育委員会： 1968 この子をすこやかに―特殊学級のしおり―

小平市特殊教育運営委員会： 1962 小平市特殊教育運営委員会要項

新潟

富山 I

世田谷区

小平市特殊教育運営委員会： 1970 小平市特殊教育運営委員会計画（案）

小平市特殊教育運営委員会：判別資料カード

世田谷区教育委員会・世田谷区特殊学級入級委員会： 1970 特殊学級（精神薄弱）
入級判別基準その他

日 野 1 日野市教育委員会：日野市立小中学校特殊学級入級要綱

小矢部

日野市教育委員会： 1969 ひかりのなかをあゆもう一ー特殊学級入級のすすめ―

日野市教育委員会： 1970 心身障害児の判別の手引き

日野市教育委員会： 1970 日野の教育 特集新しい時代の教育

日野市小中学校特殊学級入級選考委員会：児童生徒調査表（特殊学級入級希望者用）

東京都特殊教育推進地区：学級における心身障害児選別の手引き

新潟県精神衛生センター： 1969 就学免除児童の実態調査

新潟県心身障害児判別指導協議会：新潟県心身障害児判別指導協議会運営計画

富山県教育委員会富山県心身障害児判別委員会： 1967 富山県心身障害児判別基準

富山県教育委員会・富山県心身障害児判別委員会：判別個人記録票 (1)(2)(3)(4)(5) 

富山県心身障害児判別委員会： 1968 富山県心身障害児判別委員会設置要網

富山県心身障害児判別委員会： 1968 富山県心身障害児判別委員会運営要項

小矢部市心身障害児判別委員会： 1969 小矢部市心身障害児判別委員会設置要網

小矢部市心身障害児判別委員会： 1969 小矢部市心身障害児判別委員会運営要項案

小矢部市心身障害児判別委員会：判別個人記録票
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

富山 高岡 高岡市教育委員会： 1968 高岡市立適正就学判定委員会規則

高岡市教育委員会： 1970 昭和45年度研究紀要

富山 富山市心身障害児判別委員会： 1969 富山市心身障害児判別委員会設置要綱

富山市心身障害児判別委員会：特殊学級入級のすすめ

富山市教育委員会： 1970 どの子もみんなしあわせを

石川 I 
石川県心身障害児判定委員会：判別個人記録票

石川県心身障害児判定委員会：石川県心身障害児判定委員会規約

石川県心身障害児判定委員会：石川県心身障害児判定委員会運営要項

福井
福員井会県規教約育委員会•福井県心身障害児判別委員会： 1967 福井県心身障害児判別委

福の井し県あ教わ育せ委の員た会めに・福井県心身障害児判別委員会： 1967 心身に障害をもつ子たち

| 福井県教育委員会： 1970 精神薄弱児行動観察の手びき

福井県教育委員会： 1970 福井特殊教育推進センター設置要網

福井県教育委員会・福井県特殊教育研究連盟： 1970 福井県特殊教育要覧

愛知 I 愛知県教育委員会： 1969 特殊教育資料

滋賀 む滋）賀県心身障害児判別会議：滋賀漿心身障害児判別会議規約（判別個人記録票を含

大津 大津市心身障害児教育推進委員会：昭和44年度 事業報告

大津市心身障害児教育推進委員会：大津市心身障害児教育推進委員会規約

京都
京都府教育委員会： 1970 教育展望指導の重点と施策 No.103 

京都府教育研究所： 1970 就す学る猶調予査免と措研置究児童の実態と就学後の発達保障に関

—市内 3 学圏山域地方のばあいー一

京都府教育研究所： 1971 学校を休むこども 教育相談活動報告第4集

京都府教育研究所： 1971 教育研究第44号 障害児の発達保障とその指導に関す

る基礎的研究 (II)

京都 綾，部 綾部市教育委員会・綾部小学校言語治療教室：言語障害児をもつ学級担任のために

綾部市教育委員会・綾部小学校言語治療教室：ことばの学習教室案内書

1 綾部市教育委員会・綾部小学校言語治療教室：各種個人記録票

福知山 福知山市特殊学級入級判別委員会： 1968 福知山市特殊学級入級判別委員会規約

福知山市適正就学推進委員会： 1970 福知山市適正就学推進委員会規約

福知山市適正就学推進委員会：心身障害児判定適正就学指導について（個人記録票

を含む）

福知山市言語治療教室入級選定委員会：福知山市言語治療教室入級選定委員会規約
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I 

大阪

宮津

京都大学教育学部紀要 XVIII

与謝地方心身障害児適正就学指導委員会： 1969 与謝地方心身障害児適正就学指導
委員会規約

大阪府下教育研究所連盟： 1968 特殊教育の振興に関する研究ー一心身障害児の判

別と就学措置について一一

大阪府下教育研究所連盟： 1968 特殊教育の振興に関する研究

東大阪市教育研究所： 1971 研究紀要第54号障害児の教育権を保障していく教育実

践と教師の役割ー一差別意識の変革と教師集団づくり一一

東大阪市教育研究所： 1971 研究紀要第55号情緒障害児教育ヽンリーズ(1)情緒障害児

の概念規定と実態をめぐる間題＿医学，心理学，行政，教育実践の立場から一一

泉佐野 I 泉佐野市教育委員会：昭和43年度就学猶予者の就学について

貝 塚 I 貝塚市教育委員会：貝塚市特殊学級委員会規則

貝塚市特殊学級入級判定委員会：精神薄弱児入級判定基準（案）

貝塚市特殊学級入級判定委員会：特殊学級入級判定申請書（個人記録票を含む）

吹田 吹田市心身障害児判別委員会： 1967 吹田市心身障害児判別委員会会則

枚方 枚方市教育委員会：枚方市心身障害児判定委員会規則

枚方市教育委員会：枚方市心身障害児判定委員会昭和45年度活動計画

枚方市心身障害児判定委員会：昭和45年度委託研究事業収支予算書

枚方市心身障害児判定委員会：判定のための個人カード

兵庫 I芦屋 芦屋市教育委員会： 1968 芦屋市心身障害児判別委員会（内規）

芦屋市教育委員会：心身障害判別相談申込書

芦屋市教育委員会：判別通知書

州 本 1 州本市特殊学級入級判別委員会： 1969 州本市特殊学級入級判別委員会規程

州本市特殊学級入級判別委員会：委嘱状（判別委員会委員）

州本市特殊学級入級判別委員会：入級勧誘について父兄との対話（資料）

州本市特殊学級入級判別委員会：判別個人記録

龍 野 1 龍野市教育委員会：心身障害児適正判定調書

奈良 I御所 御所市特殊学級児童生徒判定委員会： 1969 御所市特殊学級児童生徒判定委員会設
置要網

徳島

御所市特殊学級児童生徒判定委員会：個人記録

徳島県心身障害児判定委員会： 1968 徳島県心身障害児判定委員会設置要網

徳島県心身障害児判定委員会：徳島県心身障害児判定委員会運営要網
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田中：障害児の適正就学指導の方針に関する調査研究

徳島県心身障害児判定委員会：心身眸害児判定申請書

香川 香川県教育委員会：心身障害児判別実施について（通知）

香川県心身障害児判定委員会： 1969 香川県心身障害児判定委員会規約

香川県心身障害児判定委員会：児童生徒調査票

香川県心身障害児判定委員会：心身障害児判別依頼書
I 

観音寺 観音寺市教育委員会： 1970 三豊地区心身障害児判別委員会規約（案）

観音寺市教育委員会：児童•生徒調査票

坂出 坂出市精神薄弱判定委員会： 1970 坂出市精神薄弱判定委員会規約

坂出市精神薄弱判定委員会：児童•生徒教育相談記録（表）

大分 臼杵 臼杵市精神薄弱児就学指尊委員会： 1968 臼杵市精神薄弱児就学指導委員会規程 iI 

大分 大分市教育委員会：教育相談調査票その他

杵 築 I 杵会，，，会市[lj心身障宮兇乎11分lj就学促進委員会： 1969 杵築市心身障害児判別就学促進委員

杵築市教育委員会：児童生徒個人票その他

佐 伯 l 佐伯市心身障害児判別委員会： 1969 佐伯市心身障害児判別委員会会則（案）

，竹 田 竹そ田の市他心身障害児就学促進協議会： 1970 竹田市心身障害児就学促進協議会規約

中津 中津市就学指導委員会： 1969 中津市就学指導委員会会則

中津市就学指導委員会： 1970 昭和45年度中津市就学指導委員会

別府 別府市栴神薄弱児教育問題協議会： 1968 別府市精神菊弱児教育問題協議会

鹿児島 阿久根 阿久根市精神薄弱児判別委員会： 1968 阿久根市精神薄弱児判別委員会要領

阿久根市精神薄弱児判別委員会： 1969 昭和44年度阿久根市内特殊学級入級判別業

務についての概要

大口 大口市教育委員会： 1968 大口市小中学校特殊学級入級規則

大口市小中学校特殊学級入級審査委員会： 1968 大口市小中学校特殊学級入級審査

1 委員会条例その他

鹿児島 鹿児島市教育委員会： 1967 特殊学級入級のすすめ

l ： 

鹿の判児島別市を教中育心委と員し会て一，鹿一児島市特殊教育部会： 1969 特殊教育資料ー一心身障害児

I鹿屋 鹿屋市教育委員会：鹿屋市心障害身児判別カードその他
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I 西之表 西之表市精神薄弱者判別委員会：西之表市精神薄弱者判別委員会判別要項

文部省 1 文部省初等中等教育局特殊教育課： 1966 心身障害児の判別と就学指導（昭和41年

度講習会テキスト）

文部省初等中等教育局特殊教育課： 1968 特殊教育資料

文部省初等中等教育局特殊教育課： 1971特殊教育資料

文部省初等中等教育局特殊教育課： 1970 特殊教育関係法令通達集

付：本報告をまとめるにあたって，調査にたいして多大の協力をよせられた各教育委

員会の方々にお礼を申しあげます。と同時に，一日も早く就学できる日の来ることを願

って待ち続けている子どもたちの期待に応えていく努力をさらに続けていくことを期す

る次第です。

なお，本報告の計画にあたっては本学部の鰺坂二夫教授・高瀬常男助教授の援助と，

1970年度文部省科学研究費試験研究「心理療法の効果判定に関する実証的研究」 （代表

者倉石精ー教授）の分担助成を受けましたことを報告し，ともに感謝の意を表します。
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